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立命館大学に対する大学評価（認証評価）結果 

 

 

Ⅰ 判 定 

2025 年度大学評価の結果、立命館大学は本協会の大学基準に適合していると認定す

る。 

認定の期間は、2026年４月１日から 2033年３月 31日までとする。 

 

Ⅱ 総評及び提言 

＜大学概況＞ 

（１）大学設置年 1922年 

（２）所在地 京都府京都市（２キャンパス）、滋賀県草津市及び大阪府茨木

市 

（３）理念・目的 立命館大学は、建学の精神と教学理念にもとづき、確かな学力

の上に、豊かな個性を花開かせ、正義と倫理をもった地球市民

として活躍できる人間の育成に努め、教育・研究機関として世

界と日本の平和的・民主的・持続的発展に貢献することを目的

とする。 

（４）学部・研究科等 法学部、経済学部、経営学部、産業社会学部、文学部、理工学

部、国際関係学部、政策科学部、情報理工学部、映像学部、薬

学部、生命科学部、スポーツ健康科学部、総合心理学部、食マ

ネジメント学部及びグローバル教養学部 

法学研究科、経済学研究科、経営学研究科、社会学研究科、文

学研究科、理工学研究科、国際関係研究科、政策科学研究科、

言語教育情報研究科、テクノロジー・マネジメント研究科、ス

ポーツ健康科学研究科、映像研究科、情報理工学研究科、生命

科学研究科、先端総合学術研究科、薬学研究科、人間科学研究

科、食マネジメント研究科、法務研究科（専門職）、経営管理

研究科（専門職）及び教職研究科（専門職） 

（５）収容定員 32,068人（学士課程） 

3,010人（修士課程、博士前期課程） 

804人（博士課程、博士後期課程） 

510人（専門職学位課程） 

（2024年度時点） 
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＜総評＞  

立命館大学は、建学の精神「自由と清新」、教学理念「平和と民主主義」及び「立命

館憲章」に基づき、各学部・研究科の３つの方針を定め、学位課程にふさわしい教育課

程を編成している。理念・目的の実現に向け、「学園ビジョンＲ2030・学園像・人間像・

政策目標」（以下「学園ビジョンＲ2030」という。）のもと、中・長期計画である「学

園ビジョンＲ2030立命館大学チャレンジ・デザイン」（以下「ＲＵチャレンジ・デザイ

ン」という。）を策定し、「イノベーション・創発性人材」「次世代研究大学」という２

つの柱と「社会との共有知を創造する」「学びの価値を提供する」「自己変革する組織

を実現する」という３つの重点目標を掲げ、取り組みを進めている。 

内部質保証の取り組みとしては、従来の「自己評価委員会」を中心とした内部質保証

サイクルの継続的な運用に加え、毎年度のデータ収集等による「モニタリング」と、そ

の点検・評価結果に基づく総合的評価としての各種「レビュー」を実施して改善・向上

に活用している。全構成員自治の考えに基づく「学園共創活動」として、教員、職員及

び学生の教職学が一体となった議論によって、理想の学園像を共有し、幅広い意見を採

り入れながら改革を前に進める取り組みは、挑戦的かつ先駆的な内部質保証の実践と

して、高く評価できる。 

教育面では、各学部・研究科・教学機関が毎年度の教育活動を点検し、その成果と課

題を明確化したうえで次年度の方針等を定める「教学総括・次年度計画概要」を、単年

度及び中期的な教育改革の重要な起点として有効に機能させている。また、大学レベ

ル、学部・研究科レベル、授業レベルの３段階でアセスメント・ポリシーを策定し、全

ての学部・研究科でアセスメント・チェックリストを策定している。これに基づき、主

観及び客観データを用いて、毎年度、学習成果を測定し、その結果を学部・研究科の点

検・評価に活用している。こうしたサイクルを機能させた結果、全学的な教養教育改革

を実現させるなど、教育の質向上に継続的に取り組んでいる。 

学生支援については、方針として掲げた「包括的学習者支援体制の構築」の実現に向

け、専門的な知識とスキルを持った職員を配置し、2023 年度より「学生支援業務改革

プロジェクト」を発足して、「創発性人材」を輩出するための学生支援のあり方につい

て見直しを進め、縦割りでの業務遂行からの脱却を図っている。多様化する学生のニー

ズに合わせて複数の部署が有機的に連携し、大学の目指す「Student Success」の実現

を後押しするきめ細かい支援を推進している。 

社会連携・社会貢献活動では、大学の掲げる「社会との共有知を創造する」という目

標達成に向け、各キャンパスの地域性や学部構成などの特色を生かした先駆的かつ多

様なプログラムを展開している。企業・団体・自治体等と学生・大学研究者が日常的に

連携し、学生参加型のプログラムを積極的に展開することで、教育研究成果を社会に還

元して大学の存在価値を大いに高めるとともに、教育の質の向上を図っている。 

大学運営面では、「次世代研究大学」の実現に向け、職員の力量形成・キャリア形成
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支援を促す人事制度改革等に取り組み、専門性と総合性を兼ね備えた高度な役割を担

う職員を育成している。さらに、教職協働の取り組みを学園全体で活性化させることに

よって多くの成果につなげている。高度な教育研究の発展に向けて、改革の原動力とな

る職員の存在は、大学にとって大きな強みとなっている。 

一方で、学生の受け入れについては、一部の学科・研究科において課題が見受けられ

る。具体的には、国際関係学部アメリカン大学・立命館大学国際連携学科では、開設以

来、収容定員の未充足が続いている。同学科は、学士課程で日本初のジョイント・ディ

グリー・プログラムであり、２つの大学が１つのカリキュラムを編成し、共同の学位を

授与する、特色のある国際連携プログラムを展開していることからも、プログラムの発

展に向けて定員を確保するよう努められたい。また、法学研究科博士前期課程・後期課

程においても収容定員充足率が低い状況にあり、改善のための取り組みを継続し成果

につなげることが求められる。 

 

＜評価において特記する事項（提言）＞ 

特に優れた取り組みが１点、長所が３点、改善課題が１点及び是正勧告が１点あげら

れる。 

（特に優れた取り組み） 

以下については、長所のうち一定の成果があり、かつ、先駆性や独創性、独自性が見

られる、又は他の大学の参考にもなりうる要素が見られる取り組みと認められる。 

１）「自己評価委員会」を中心とする従来の内部質保証サイクルの継続的な運用に加え、

2019 年度からは点検・評価に関する中期方針に則り、毎年度データ収集等によっ

て点検・評価を行う「モニタリング」と、その点検・評価結果に基づく総合的評価

として「レビュー」（「年度別テーマレビュー」、専門分野別外部評価、「大学評価委

員会」による外部評価、薬学教育第三者評価、専門職大学院の認証評価及び本協会

による大学評価）を実施して改善・向上に活用している。さらに、学部学生・大学

院学生の声を教育研究等の環境改善に反映させるため、「全学協議会」等において

職員・教員とともに対等な議論を行う場を設け、教育をはじめとする大学の諸活動

の改善を図っている。これらは、教学理念「平和と民主主義」を基礎とした、全構

成員による「学園共創活動」に基づく独自性の高い内部質保証システムであり、特

に優れた取り組みとして高く評価できる（基準２内部質保証）。 

 

（長所） 

以下については、理念・目的の実現に向けた取り組みであって当該大学の特色をな

し、かつ、組織性や継続性・発展性がある取り組みと認められる。 

１）学生支援に関する基本方針として「包括的学習者支援体制の構築」を掲げ、社会状

況の変化や学生の行動変容に対応した学生支援を実現するため、「特定業務専門職
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制度」を運用して専門的な知識とスキルを持った職員を配置している。さらに、

2023 年度以降「学生支援業務改革プロジェクト」で学生支援のあり方を議論し、

学生支援に関わる部門共通の行動指針や情報の一元化など、縦割りでの業務遂行

からの脱却を図っている。くわえて、学生オフィスでは、キャンパスや担当業務の

垣根を越えて機能別にチームを編成して対応するなど、多様化する学生のニーズ

にあわせて複数の部署が有機的に連携することで、教職協働によるきめ細かい重

層的な支援を推進しており評価できる（基準７学生支援）。 

２）「社会との共有知を創造する」との目標を掲げ、学部・研究科を設置している３府

県にまたがる３つのキャンパスで、それぞれの環境や学部構成などの特色を生か

しながら、地域社会と連携する多様なプログラムを展開している。特に、「社会共

創推進本部」を設置した大阪いばらきキャンパスにおいては、大学の理念に基づく

「ソーシャルコネクティッド・キャンパス構想」の実現に向け、キャンパスコンセ

プトに即した学部を移転・配置するとともに、企業・団体・自治体等と学生・大学

研究者が連携し、新たな価値の創出、社会課題の解決に取り組む学生参加型のプロ

グラムを積極的に展開することで教育研究成果を社会に還元している。これらは、

多様な国際協力事業や国際社会貢献活動とも相まって、大規模総合大学の特徴を

生かし、大学の存在価値を高めるものとして評価できる（基準９社会連携・社会貢

献）。 

３）「次世代研究大学」の実現に向け、専門性と総合性を兼ね備えた高度な役割を担う

職員を育成するスタッフ・ディベロップメント（以下「ＳＤ」という。）の高度化

を推進し、各自の専門性や経験を生かして他部門の業務に携わることができる「学

内副業」制度や在職中に修士又は博士の学位取得を奨励する「特別個人研修費（学

位取得奨励）」制度を導入するなど、職員の力量形成・キャリア形成支援を促す人

事制度改革等に取り組んでいる。特に「グラスルーツ実践支援制度（ＧＰＳＰ）」

では、学園内の所属組織や職種の枠を越えて教職員が連携・協働し、採択した取り

組みを全学的に支援することで、業務の効率化や、新たな外部資金の獲得などの成

果につなげている。職員の能力開発が教員エフォートの適正化や教育研究の高度

化を促進するという改革の好循環を生み出していることは大学の強みであり、評

価できる（基準 10大学運営・財務（１）大学運営）。 

 

（改善課題） 

以下については、理念・目的の実現を図るための一層の取り組み、又は大学としてふ

さわしい水準を確保するための改善が求められる。 

１）収容定員に対する在籍学生数比率が法学研究科博士前期課程では 0.42、同博士後

期課程は 0.13と低い。「大学院の定員管理に関する課題改善の方針について」を示

し、直近の入学者及び在籍学生数まで含めた「入試総括・方針」を作成するＰＤＣ
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Ａサイクル・スキームに則って改善に努めているが、未だ十分な改善状況にないた

め、これらの取り組みを継続し成果につなげることが求められる（基準５学生の受

け入れ）。 

 

（是正勧告） 

以下については、理念・目的の実現を図るため、又は大学としてふさわしい水準を確

保するために、抜本的な改善が求められる。 

１）国際関係学部では、アメリカン大学・立命館大学国際連携学科における過去５年間

の入学定員に対する入学者数比率の平均が 0.82、収容定員に対する在籍学生数比

率が 0.71と低い状況にある。アメリカン大学の学生は定員を超過し、立命館大学

の学生が未充足であり、ターゲットを絞った入試広報の強化や、海外の高等学校向

けの入試制度変更等を通じて入学者の確保に取り組んでいることから、こうした

取り組みを成果につなげるよう、是正されたい（基準５学生の受け入れ）。 

 

 

Ⅲ 概 評 

１ 理念・目的 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①大学の理念・目的を適切に設定していること。また、それを踏まえ、学部及び研究科の

目的を適切に設定し、公表していること。 

「自由と清新」を建学の精神、「平和と民主主義」を教学理念として、これらを基礎

に、2006年に大学も含めた学園の理念･目的を「立命館憲章」として定めている。また、

同憲章を踏まえた大学及び大学院の目的を、学則及び大学院学則に適切に定めている。

各学部・研究科においても、「立命館憲章」及び学則の定めを踏まえた教育研究上の目

的を、学部は学部・学科を単位として学部則に、研究科は研究科・専攻・課程を単位と

して研究科則に定めており、その内容は概ね適切である。 

また、2017年度には「立命館憲章」の目的を実現するために、正課・課外を包摂した

学生生活全体を通じた学びと成長の支援を通じて、どのような学生を育成するのかを

具体的に示すため、学部卒業時及び大学院修了時における「学生育成目標」を決定し公

表している。 

理念・目的の学内外への周知については、大学案内への掲載をはじめ、ホームページ

等を活用して適切に行っている。学生への周知に関しては、全学生を対象とする「学び

と成長調査」のなかに、2019年度より理念等についての認知度を測定する項目を設け、

年次モニタリングを行っている。2019 年度の『自己点検・評価報告書』の改善計画で

明示していた大学としての意識的な取り組み（オリエンテーションでの説明、「学びと

成長調査」への設問設置、新入生に配付する「未来を拓く-ようこそ立命館へ-」での周
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知）や 2021年度より「学修要覧」へも掲載したことにより、認知度向上の成果が見ら

れる。 

制定から 20年近くが経過した「立命館憲章」については、2024年度から改正にむけ

て検討を開始しており、学園内のあらゆる方面及び学外有識者からの意見、「全学協議

会」や懇談会を通じて学部学生や大学院学生の意見も聴取し、慎重に進めている。 

以上のことから、建学の精神「自由と清新」、教学理念「平和と民主主義」及び「立

命館憲章」に基づいて、大学及び大学院の目的や「学生育成目標」を適切に定めるとと

もに、大学の理念・目的の周知も適切に図っている。 

 

②大学として中・長期の計画その他の諸施策を策定していること。 

学園全体の中・長期計画として、建学の精神、教学理念及び「立命館憲章」を具現化

するために、2011 年に「学園ビジョンＲ2020」を策定し、その実践に取り組んできた。

2018 年にはそれを引き継ぐ新たなビジョンの策定に向けて、常任理事会のもとに「学

園ビジョンＲ2030策定委員会」及び「学園ビジョンＲ2030基本政策委員会」を設置す

るとともに「学園ビジョンＲ2030」を策定し、「社会共生価値」を創出する「次世代研

究大学」の実現と「創発性人材」の育成に向けた取り組みを推進することとしている。 

「学園ビジョンＲ2030」のもと、それを実現するための課題やアクションプランを明

確化した中・長期計画として、大学を含む各設置校等で「チャレンジ・デザイン」を策

定しているほか、「Ｒ2030 前半期における財政運営基本方針」に基づいて「特別（推

進）予算」を新たに設定している。 

立命館大学の策定した「ＲＵチャレンジ・デザイン」は、2030 年に向けた大学全体

の中・長期計画と各学部・研究科の将来計画の方向性、各キャンパス・部門の「基本課

題」を示している。そして「イノベーション・創発性人材」「次世代研究大学」という

２つの柱と、「社会との共有知を創造する」「学びの価値を提供する」「自己変革する

組織を実現する」という３つの重点目標をコンセプトとし、詳細かつ具体的な施策を策

定している。 

各設置校の「チャレンジ・デザイン」については、「事業計画委員会」において、方

策の目標・計画の審議とその実績等の検証を通じて進捗の確認を行っている。「ＲＵチ

ャレンジ・デザイン」の検証結果は、「自己評価委員会」の各部会による点検・評価に

反映し、逆に「自己評価委員会」の評価結果は事業計画の策定やＰＤＣＡの運用に活用

しており、両委員会の一定の連携によって点検・評価を実施している。 

大学の「全構成員自治」の考え方に基づき、学部学生や大学院学生の組織の代表も加

えた「全学協議会」においても中・長期計画を議題としていることは特徴にあげられる。 
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２ 内部質保証 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①内部質保証のための方針を適切に設定していること。また、教育の充実と学習成果の向

上を図るために、内部質保証システムを整備し、適切に機能させていること。 

内部質保証のための全学的な方針として、「立命館大学内部質保証方針」を定めてお

り、「自己評価委員会」が全学における内部質保証の推進に責任を負うことを明記して

いる。「自己評価委員会」のもとに各分野を担当する６つの部会を設置しており、それ

らの点検・評価をとりまとめ、全学的な観点から点検・評価を行うとともに、実務的な

調整を行う「自己評価委員会幹事会」を置いている。 

教育プログラムの有効性については、内部質保証の方針に基づき、学部・研究科・教

学機関が主体となって、毎年度「教学総括・次年度計画概要」の作成を通じて点検・評

価を行い、「自己評価委員会」のもとに設置した「自己評価委員会教学部会」がとりま

とめることで、全学的な観点から教育活動に関する点検・評価を行っている。これら点

検・評価の結果及び大学全体の内部質保証に関する事項は、「自己評価委員会幹事会」

を通じて「自己評価委員会」に報告している。「自己評価委員会」は、点検・評価結果

を学長に報告し、学長は各組織に必要な事項の改善を求める。また、本協会による大学

評価や専門分野別外部評価等における指摘事項に関する対応を含めて当該組織が改善

計画・改善結果を「自己評価委員会」に報告するサイクルを通じて全学の内部質保証を

担保している。 

「立命館大学の自己点検・評価に関する中期方針（2019～2025 年度）」に基づき、毎

年度行うデータ収集等による効率的な点検・評価としての「モニタリング」と、その点

検・評価結果を踏まえた総合的な「レビュー」（「年度別テーマレビュー」、専門分野別

外部評価、「大学評価委員会」による外部評価、薬学教育第三者評価、専門職大学院の

認証評価及び本協会による大学評価）を通じて継続的な改善を進めている。 

また、教育研究等の環境改善に学部学生・大学院学生の声を反映させる仕組みとし

て、「全学協議会」や「五者懇談会」「研究科懇談会」等がある。2023 年度からは「学園

共創活動」として、学部学生・大学院学生の主体的な声を教育の質保証に反映させてい

る。これらは、教学理念「平和と民主主義」を基礎とした全構成員による独自性の高い

内部質保証体制であり、優れた取り組みとして高く評価できる（特に優れた取り組み１

参照）。 

以上のことから、内部質保証のための全学的な方針を適切に設定しており、教育の充

実と学習成果の向上を図るために、内部質保証システムを整備していると判断できる。 

 

②大学の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしていること。 

2010 年に「学校法人立命館情報公開規程」を制定し、学校教育法施行規則や私立学

校法等の法令に基づいて、法人及び学校の基本的情報、教育研究活動、財務・経営、そ
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の他の諸活動に関する情報等を、ホームページを通じて広く社会に公表している。 

内部質保証に関連しては、『自己点検・評価報告書』、専門分野別外部評価、『大学評

価委員会評価結果報告書』、本協会による大学評価結果等、評価に関する情報も、2019

年に改組した「大学評価・ＩＲ室（旧・大学評価室）」のホームページで公表している。

くわえて、ＩＲに関しては、2015 年度より実施してきた学生調査「学びと成長調査」

の結果を、2019 年から『学びと成長レポート』として発行し、ホームページで公表し

ている。また、2024 年からは、学生の学びと成長の結果を可視化することを目的とし、

ＢＩ（Business Intelligence）ツールを用いた「学びと成長調査」の結果を公表して

いる。 

これらのことから、大学の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を

果たしているといえる。 

 

③内部質保証システムの有効性及び適切性について定期的に点検・評価を行い、改善・向

上に向けた取り組みを行っていること。 

大学評価を節目とし、「自己評価委員会」が大学評価受審翌年度から次回の大学評価

までの方針を策定することとしており、2018 年度の大学評価後に「立命館大学の自己

点検・評価に関する中期方針（2019～2025 年度）」を策定している。全学的な内部質保

証システムの有効性及び適切性については、副学長及び各部会長等で構成する「自己評

価委員会幹事会」が点検・評価を担当している。 

中期方針において点検・評価の客観性・妥当性及び内部質保証の有効性に関する評価

を行うことを目的として、「大学評価委員会」による外部評価を行うことを定めている。

大学レベルでの内部質保証システムについては、「自己評価委員会幹事会」の実施した

点検・評価をもとに外部評価を受審しており、直近では 2023年度に実施し、本協会の

基準に沿って、内部質保証システムの適切性について評価を受けている。 

学部・研究科レベルでも、専門分野別外部評価を実施している。外部の有識者による

専門分野別の外部評価は、教育プログラムの質の継続的な改善・向上に結びつけるため

に、各学部・研究科がその状況を客観的根拠に基づいて定期的に把握・検証する活動と

して位置づけ、それぞれの教育の有効性と、学部・研究科における内部質保証システム

の評価をすることを目的として実施している。2016 年度に実施した大学レベルでの外

部評価の指摘を受けて、専門分野別外部評価に高等教育分野の研究者や学生の進路に

関わる関係者を加えることを議論し、2019 年度からの第２サイクル以降、民間企業等

の有識者が外部評価委員として加わる改善がなされている。 

これらのことから、内部質保証システムの有効性及び適切性について定期的に点検・

評価を行い、改善・向上に向けた取り組みを行っていると判断できる。今後は、「自己

評価委員会」を中心とした大学の内部質保証システムと、「事業計画委員会」が重要な

役割を担う学園全体の内部質保証システムの関係性を整理・強化することで、更なる堅
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牢な内部質保証制度を構築し、現在検討を進めているモニタリング指標の活用等を通

じた内部質保証システムの発展が期待される。 

 

 

３ 教育研究組織 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設

置状況が適切であること。 

建学の精神、教学理念、「立命館憲章」に基づき、16学部、21研究科を設置している。

近年の教育組織のキャンパス移転や新設、改組にあたっては、「ＲＵチャレンジ・デザ

イン」に掲げている教学改革の推進を目標に行っており、大学の理念・目的、学問の動

向や社会的要請に十分に配慮している。例えば、英語で専門科目を学び学位を取得でき

る英語基準コースは４学部５プログラム、大学院 19プログラムにのぼるほか、国際関

係学部アメリカン大学・立命館大学国際連携学科、グローバル教養学部等、大学のグロ

ーバル化という社会的要請に応えるとともに、大学の掲げる「グローバル・アジア・コ

ミュニティに貢献する多文化協働人材の育成」に取り組んでいる。 

研究組織としては、６つの研究機構のもとに 16 の研究所と 33 の研究センターを設

置している。うち４研究機構は、キャンパス別、研究分野別のガバナンス体制を構築し、

各キャンパスの特色を生かしながら研究活動を展開している。また、各研究機構は、そ

のもとに置く研究所と研究センター、研究プロジェクト等を統括しており、各研究セン

ター設置から一定期間経過後、活動状況を総括し、後継となる新規研究センターの設置

や廃止、継続等の見直しを行っている。 

以上のことから、教育組織、研究組織ともに、建学の精神、教学理念、「立命館憲章」

及び中・長期計画に基づき、学問の動向、社会的要請等に配慮したうえで、適切に教育

研究組織を構成している。 

 

②教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価し、その結果を活用して改善・向上

に向けて取り組んでいること。 

教育組織の適切性については、各学部・研究科が毎年度作成する「教学総括・次年度

計画概要」において教育内容、学生の受け入れ状況を点検・評価しており、それらを踏

まえて、学長、副学長、各学部長等で構成する「大学協議会」が組織新設、既存学部・

研究科の再編の検討等を行っている。新学部・研究科を設置する場合は、常任理事会の

もとで「設置委員会」が準備を進める体制を作り、「大学協議会」、常任理事会を経て、

理事会で決定している。 

研究組織である各研究センターの適切性については、関連規程に基づき、「研究機構

運営委員会」及び「研究委員会」において点検・評価を行っている。これらを踏まえた
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改善・向上の取り組みとして、新しい研究領域での取り組みを積極的に進め、「宇宙地

球探査研究センター（ＥＳＥＣ）」を設置し、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

（ＪＡＸＡ）による「宇宙戦略基金事業」の「ＳＸ（スペース・トランスフォーメーシ

ョン）研究開発拠点」に採択されたことは、特徴的な事例といえる。 

以上のことから、教育組織は、各部局及び全学的組織において適切な点検・評価を行

い、研究組織は各研究機構が統括、点検を行っている。さらに「ＲＵチャレンジ・デザ

イン」や「立命館大学第４期研究高度化中期計画（2021～2025年度）」をもとに、教育

研究組織が横断的に改善・向上に取り組んでいるといえる。 

 

 

４ 教育・学習 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①達成すべき学習成果を明確にし、教育・学習の基本的なあり方を示していること。 

全ての学部・研究科において学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を策定・公表し、

卒業又は課程修了までに学生が修得すべき知識・技能・態度等の学習成果を、数項目の

教育目標として明示している。教育目標をそれぞれの専門性に関連付けて適切に策定

しており、各学部・研究科が実施している専門分野別外部評価において外部の専門家か

ら確認・評価を受けている。 

また、全ての学部・研究科において教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリ

シー）を策定・公表しており、教育課程の基本的な体系と内容及び教育課程を構成する

授業科目の区分を示している。くわえて、教育課程の編成・実施方針を踏まえ、学部則

及び研究科則において、科目ごとに授業方法（講義、演習、実習等）を示している。 

教育目標を達成するために必要な教育・学習の方法については、科目ごとにシラバス

の「授業の概要と方法」において明記している。そこでは、授業の概要、講義・演習・

実習等の授業形式、課題に対するフィードバックの方法等を記載している。 

 

②学習成果の達成につながるよう各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程

を体系的に編成していること。 

各学部・研究科は「人材育成目的」及び学位授与方針に定めた教育目標の達成のため、

教育課程の編成・実施方針に沿ってカリキュラムを編成している。例えば、文学部では

学位授与方針に６つの教育目標を定めており、これに対応して、５つの科目群（教養、

基礎、外国語、専門、発展）からなる教育課程を編成するとともに、授業科目は、小集

団科目を中心に体系的かつ多角的に学べるよう開講している。また、専攻横断型の学び

を推進するクロスメジャーや海外教育プログラムも実施し、国際社会で活躍する人材

育成を志向している。 

2016 年度には教学部より学部・研究科の３つのポリシーについて精緻化を進める提
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案があり、2017 年度には「カリキュラム・マップ」「カリキュラム・ツリー」「科目概

要」を全学的に「教育課程に関わる基本文書」と位置づけ、全ての学部で作成すること

で、理解の共有を図っている。「科目概要」については、各科目の基本的な内容と到達

目標・授業方法等を、教育課程における科目の位置づけや教育目標との関連に基づいて

定め、全ての学部・研究科で整備し、「学修要覧」等で公開している。また、2025年度

には修士課程全研究科で「カリキュラム・マップ」を作成する見込みとしている。さら

に、各科目のカリキュラム上の位置づけを示す「科目番号制（科目ナンバリング）」も、

全学部と 14研究科において導入している。 

各学部では、専門科目に加えて、教養教育科目及び外国語科目についても卒業要件に

組み込んでおり、教養教育については各学部における位置づけに基づいて、単位数を設

定している。2020年度の教養教育改革では、「立命館大学生」として成長するうえで必

要な「立命館科目」群を新たに開設し、2022 年度には、ＡＩ及びデータサイエンスを

活用するための知識・技能を修得することを目的とし、文部科学省にも認定された「デ

ータサイエンス＋Ｒプログラム」も全学的なプログラムとして展開している。そのほ

か、グローバル化に対応するため、英語教育の充実や留学制度の運用等にも取り組んで

いる。 

以上のように、各学部・研究科は、教育課程の編成・実施方針に従ってカリキュラム

を編成し、授業科目を配置しており、全学的な方針に基づいて、「カリキュラム・マッ

プ」「カリキュラム・ツリー」「科目番号制」「科目概要」、学位取得までのロードマップ

（大学院）等の作成・公表を通じて、教育目標の達成に向けた教育課程の体系性、科目

編成の適切性を明確化・可視化している。 

 

③課程修了時に求められる学習成果の達成のために適切な授業形態、方法をとっている

こと。また、学生が学習を意欲的かつ効果的に進めるための指導や支援を十分に行って

いること。 

教育と学習の質向上を図るべく「学びの立命館モデル」を掲げ、そのもとで正課だけ

に限定されないより広い学びと成長を促す「学生育成目標」を定める一方、学生の学習

を活性化する工夫として、初年次教育等におけるグループワークの導入、ピア・サポー

ト制度等、多様に展開している。 

初年次教育に関しては、「学部（学士課程）教学ガイドライン」において、「１回生専

門小集団科目」について組織的に推進する全学方針を定め、特にグループワークやピ

ア・ラーニング等の学生同士の学び合いや Project Based Learning（以下、「ＰＢＬ」

という。）等のアクティブ・ラーニングにより学生の主体的な学びを促進している。ア

クティブ・ラーニング型授業を実施している科目の割合は全体で 40％を超え、２年次

以降も継続して学生が主体的に取り組めるよう科目の配置を行っている。 

2022 年度より「メディアを利用した授業実施ガイドライン」を定め、メディアを利
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用して行う授業は、「ライブ配信型授業」又は「オンデマンド型授業」のいずれかの方

法で実施している。その場合、対面授業により得られる教育効果を有する必要があるこ

とから、「設問解答、添削指導、質疑応答等による十分な指導」と、「学生の意見交換の

機会を確保するなどの双方向性を確保すること」等を定めている。 

シラバスについては、全学的に統一した様式で、各科目の「授業の概要と方法」「受

講生の到達目標」「授業スケジュール」「授業実施形態」「成績評価方法」に加えて、「授

業外学習の指示」「教科書、参考書（図書館書誌情報にリンク）」「授業内外における学

生・教員間のコミュニケーション方法」等を掲載し、学生の効果的な学習の基礎となっ

ている。 

以上のことから、適切な授業形態、方法をとっており、学生が学習を意欲的かつ効果

的に進めるための指導や支援を行っていると評価できる。なお、2025年度からは、「全

学協議会」や懇談会を通じて学生の意見も採り入れた新学年暦（95分授業 14回＋20分

以上のオンデマンド授業）を実施しており、その有効性・適切性については今後の検証

を期待したい。 

 

④成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っていること。 

各授業科目の到達目標、成績評価方法及び基準は、シラバスに明示しており、ＧＰＡ

の算出方法及び卒業要件は「学修要覧」や「学び支援サイト」等において学生に周知し

ている。 

留学時の単位認定は全学的な基準に従い、各学部・研究科で判定を行っている。大学

外で実施する科目等の単位認定については、学則・大学院学則に定めており、教授会・

研究科委員会の議を経て、学部長・研究科長が決定している。また、編入学等の単位認

定についても学則に定めており、教授会の議を経て学部長が決定している。全ての学

部・研究科において、学生が履修したあらゆる科目に対して成績評価の妥当性について

確認を求めることができる「成績確認制度」を運用しており、「学修要覧」や「学び支

援サイト」を通じて、広く学生に明示している。 

「学部（学士課程）教学ガイドライン」では、各学部に「卒業時の質保証を行う手立

て（卒業論文、卒業研究、卒業制作等を含む）の必修化もしくはそれに代わる検証可能

なシステムを明確にする」ことを求めており、法学部・経済学部・経営学部・グローバ

ル教養学部以外の学部では卒業論文を必修化しており、その審査基準について、ルーブ

リックや評価基準を学生に明示している。また、上記４学部では、卒業論文に代わる科

目を必修とするなど、卒業時の質保証の仕組みを導入している。 

大学院では、学位論文を修了要件とする 18研究科の全てが、所定単位の修得及び学

位論文等の提出と審査の合格をもって、教育目標を達成したとみなし、修士又は博士の

学位を授与することを学位授与方針に明記している。学位論文の審査は、「立命館大学

学位規程」に基づき、主査と副査からなる複数（修士課程では２名以上、博士課程では
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３名以上）の審査委員による口頭試問の実施、審査報告書の作成、研究科委員会におけ

る審査報告書の審議と合否の判定という順序で行っている。博士論文の口頭試問は、公

開審査会の形で実施している。修士の学位授与は、研究科委員会での審議を経て学長が

決定し、博士の学位授与は、研究科委員会に加えて、学長が出席する全学の「大学院学

位委員会」による審議を経て、学長が決定する。 

学位論文の審査基準は、全ての研究科で定めており、学位授与方針で基準又は概要を

明示している。これらは研究科委員会で確認し、大学院学生に対しては新入生オリエン

テーションで説明しているほか、「学修要覧」及びホームページにおいて明示している。 

学位論文を修了要件としない３つの専門職大学院は、学位論文に代わる科目の修得

などの学位の質を保証するための制度をそれぞれ設けている。 

以上のように、成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っていると評価できる。 

 

⑤学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価していること。 

学位授与方針に定めた教育目標の達成度を検証するため、2017年度から「教学総括・

次年度計画概要」に「学習成果の検証」を組み込んでいる。 

2020年度より、「自己評価委員会」で議論し策定したアセスメント・ポリシーに基づ

き、全ての学部・研究科でアセスメント・チェックリストを作成しており、学部ごとに、

授業アンケート、成績評価、「学びと成長調査」、進路希望調査、進路状況調査、卒業時

アンケート、卒業生（校友）調査等の主観・客観データに基づく内部質保証を推進する

基盤を整えている。中心的な主観データは、2016 年度から全学部学生を対象に実施し

ている「学びと成長調査」であり、学習経験、学習過程及び学習成果について、学生自

身の認識を把握することを目的としており、2021 年度からは、大学院学生にも調査を

実施している。この調査は、新入生調査、在学生調査及び卒業予定者調査からなり（大

学院学生は在学生調査のみ）、学生は、教育目標の達成度、学習成果の自己認識、学習

への取り組み方（授業外学習時間、授業経験）、正課・学生生活の満足度、進路等、多

岐の設問に対して、４段階等で自己評価を行っている。調査結果は、入学試験種類別・

学年別・ＧＰＡ別・専攻別等に整理して「教学委員会」に報告し、学部・研究科に提供

するとともに、「教学総括・次年度計画概要」での活用を求めている。ただし、在学生

と卒業予定者の回収率が 40％程度にとどまる点は、今後の工夫が期待される。こうし

た学習成果の測定結果を活用し、一部の学科において、カリキュラム改革案の提起につ

なげている。 

大学院については、各研究科において学位論文審査プロセスでの教育目標の達成度

評価や、各種アンケートを用いた教育目標の主観的な達成度把握、論文数等の研究活動

評価及び修了生の動向調査等を通じて、学習成果の検証を行っている。「学びと成長調

査（大学院生版）」の開始により、長年の課題であった主観データの取得も進んでいる。

また「人材育成目的」の検証のため、「教育・学修支援センター」において、卒業生（校
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友）・修了生調査も実施しており、大学院における学習成果の検証の基盤が整いつつあ

る。 

以上のことから、全学的な方針のもと、学部では学習成果の把握・評価を概ね適切に

実施しており、大学院でも検証のための基盤整備を着実に進めているといえる。 

 

⑥教育課程及びその内容、教育方法について定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて

取り組んでいること。 

教育課程・内容・方法の定期的な点検・評価については、教学部が定めた指針に基づ

き各学部・研究科・教学機関が「教学総括・次年度計画概要」を策定し、その内容を「教

学委員会」で共有・確認することを基本とする毎年度のＰＤＣＡサイクル及び３つのポ

リシーやカリキュラムそのものの点検・評価を行う中期的なＰＤＣＡサイクルという

２つのＰＤＣＡサイクルを制度化している。 

毎年度の点検・評価については、「学部（学士課程）教学ガイドライン等に基づく毎

年度の検証の枠組み」において全学的方針を示し、「教学委員会」において、「教学総括・

次年度計画概要」策定の全学方針と統一様式を決定している。学部・研究科・教学機関

は、あらかじめ設定している総括項目ごとに、当年度計画と、その実施状況、到達目標

に照らした評価（成果と課題の確認）、評価を踏まえた次年度計画及び根拠資料を記載

して「教学総括・次年度計画概要」を策定し、最終的に「教学委員会」で承認する。「教

学総括・次年度計画概要」は教学部が点検し、その結果を踏まえ、各学部・研究科は開

講方針を毎年度策定している。そして「自己評価委員会教学部会」が全学的な検証と評

価を行うという役割分担により、「教学総括・次年度計画概要」を中心とした内部質保

証システムを運用し、教育課程の改善やカリキュラム改革につなげている。 

中期的な点検・評価の面では、カリキュラム改革を行う際に、学部・研究科内で当該

カリキュラムの到達点と課題を踏まえ、教育目標や３つのポリシーの改善と、改善方針

に基づく具体的なカリキュラムや教学上の諸政策等の議論を重ね、作成したカリキュ

ラム等の改革案について学部・研究科執行部と教学部執行部との懇談を行い、「教学部

会議」での審議を経て、最終的に「教学委員会」で実施を決定している。 

学生の意見聴取としては、学生代表も参加する「全学協議会」で、概ね４年ごとに、

それまでの教学政策、学生支援政策等の検証・協議を集中して行い、その到達点を確認

文書としてまとめている。また、学部では、学部執行部と学生代表とが協議する懇談会

を毎年度開催し、学部における教学上の課題について検証・協議を行っており、大学院

では同様の役割を「研究科懇談会」が担っている。 

外部の意見を採り入れる方法としては、外部委員で構成する「大学評価委員会」によ

る外部評価や、外部の有識者による専門分野別の外部評価を実施している。 

専門職大学院は、産業界等との連携により教育課程を編成し、円滑かつ効果的に実施

するため、各研究科において年に１、２回程度、学外委員も交えて「教育課程連携協議
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会」を実施し、その成果は各研究科の運営やカリキュラムの改善に反映しており、継続

的な改善に寄与している。 

以上のように、教育の課程・内容・方法について、定期的に点検・評価し、適切に改

善・向上に取り組んでいると評価できる。 

 

 

５ 学生の受け入れ 

【評定：Ｂ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整

備し、入学者選抜を公平、公正に実施していること。 

各学部・研究科において、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学

生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を学位課程ごとに定め、出願要件、入

学前の学力水準、能力などの求める学生像を示している。また、同方針は入学試験要項、

大学案内等に日本語及び英語で掲載し、入学希望者に求める学力水準等の判定方法を

理解しやすく示している。 

学部の入学者選抜は、全学組織である「入学試験委員会」で入学試験要項及び実施要

領のほか、入学者選抜の執行・企画・広報について審議、議決のうえ実施しており、公

平・公正性を適切に担保している。 

研究科の入学者選抜は、全学統一の「入学試験要項標準記載例」によって、各研究科

が適切に入学試験要項を定める仕組みを構築している。また、全学組織である「大学院

教学委員会」において「大学院入学試験執行ガイドライン」を毎年度確認し、各研究科

が公平、公正な入学者選抜を実施するための体制を整えている。 

学部・研究科ともに、特別な配慮を必要とする志願者に対しては、入学試験要項等で

申し出の手続を案内している。申請があった場合は、学部は「入学試験委員会」、研究

科は「大学院教学委員会」の審査を経て受験上の合理的な配慮内容を決定する仕組みを

整備しており、公正な入学者選抜となるよう対応している。 

 

②適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づ

き適正に管理していること。 

ほとんどの学部、研究科において、定員管理を適正に行っているものの、国際関係学

部アメリカン大学・立命館大学国際連携学科では入学定員及び収容定員の充足に課題

が見られるため、より一層の取り組みが求められる（是正勧告１参照）。同学科は、学

士課程で日本初のジョイント・ディグリー・プログラムであり、先駆的な国際連携プロ

グラムを展開していることからも、更なる発展に向けた定員確保が強く望まれる。法学

研究科においても、博士前期課程、後期課程ともに収容定員充足率が低くなっているた

め改善が求められる（改善課題１参照）。 
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定員未充足の学部・研究科については、毎年度作成している『自己点検・評価報告書』

において現状を把握したうえで対策を検討し、国際関係学部アメリカン大学・立命館大

学国際連携学科は、海外の高等学校から出願しやすい入学試験日程を導入するなどの

対策を講じている。法学研究科は、点検・評価において、教育内容の検証の必要性を確

認し、現状分析及びカリキュラム改革を含む対応を行っている。 

以上のように、学部・研究科において概ね適正な定員管理を行っているものの、一部

の学科、研究科において定員管理に課題がある。 

 

③学生の受け入れに関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んで

いること。 

学部においては、事務局である「入学センター」が所管する「入学試験委員会」及び

「入試企画委員会」において入学試験の方式等について点検・評価を行い「入試総括」

としてまとめ、学生の受け入れについての定期的な点検・評価を実施している。それを

もとに、改善点について方策を検討し、「入試実施方針」として次年度及びその翌年度

の入学試験の企画等に反映している。2021 年度まで収容定員充足率が低かったグロー

バル教養学部は、点検・評価の結果を踏まえた入学者選抜の新設や広報活動の強化等に

より 2023年度には改善している。国際関係学部アメリカン大学・立命館大学国際連携

学科の入学定員未充足については、要因や課題の把握に努め対策を講じており、先進的

な教育の質を守りつつ、今後も困難が予想される外的要因への対応が望まれる。 

大学院の学生の受け入れについては、各研究科委員会での検証のほか、「大学院教学

委員会」で議決した方針に基づき、収容定員の充足状況についての検証と毎年度の全学

の点検・評価を行っている。また、「大学院教学委員会」において、各研究科の課題や

成果が上がっている取り組みを全学で確認・共有する仕組みを整備するなど、学生の受

け入れを適正に行うため改善・向上に向けて取り組んでおり、一部の研究科には改善が

見られるが、課題のある研究科もあるため、更なる取り組みが期待される。 

 

 

６ 教員・教員組織 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開でき

る教員組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究

上の成果につなげていること。 

「立命館大学教員選考基準」「Ｒ2030 教員組織整備計画（2024 年～2030 年）」等の教

員組織の編制に関する方針に基づき、建学の精神、教学理念、「立命館憲章」に共感し、

そのもとで教育研究を遂行する熱意を教員に求めている。また、各学部・研究科・教育

機構の適正な教員数を定め、大学、大学院及び専門職大学院設置基準に基づいた十分な
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教員を配置している（基本情報一覧（第６章）参照）。  

各学位課程の目的、各学部・研究科の教育研究上の目的を達成するための教員配置

は、各学部の教授会、各研究科の研究科委員会で審議している。教養教育、外国語教育、

教職課程教育等については、「全学教養教育改革検討委員会」等で全学横断的に教員定

数を定め、教員編制を行っている。また、教員エフォートのあり方について検討し、教

員組織の改善、向上に取り組んでいる。例えば、ＳＴ比の適正化や担当授業時間数の見

直しを中長期にわたって推進し、着実に実現していることは評価できる。さらに、教職

協働推進のため、職能開発のための研修プログラムを提供するなど、全学で組織的な取

り組みを行っている。 

そのほか、「立命館大学クロスアポイントメント制度に関する規程」を制定し、送り

出し機関における教員の業務範囲を協定書の締結によって確認し、業務状況について

も適切に管理、把握する運用を行っている。 

このように、教員組織の編制に関する方針に基づき、全学的に、また各学部等教育組

織において、中・長期計画のもとに適切に教員組織を構成しており、更なる向上に向け

た検討、取り組みを実施している。 

 

②教員の募集、採用、昇任等を適切に行っていること。 

教員の採用については、全学に適用する諸規程によって基準を制定している。採用決

定の手続については、各学部・研究科等において内規等の細目を定めており、「選考委

員会」での審査、各会議体での審議後に「大学協議会」で最終審議・承認する手続に従

って実施している。 

昇任に関しては、規程に基づいた基準のもと、全学の最低基準となる形式的要件を確

認したうえで、各教授会等で実質的な審議を行い、「大学協議会」において決定する手

続を定めている。 

教員の採用、昇任にあたっては、関連諸規程に基づいたガイドラインを定め、客観的

指標によって、公正性に配慮している。 

教員組織における年齢構成に関しても、概ね偏りがなくバランスがとれている。ま

た、男女比率の改善に向けて詳細な分析をもとに課題を整理し、複数の学部で女性教員

限定公募を実施し、女性教員数が上昇している。くわえて、2016年 12月より「リサー

チライフサポート室」を開設するなどの取り組みを通じて女性教員が働きやすい環境

整備を図っている。大学のグローバル化を進めるための教員採用枠を設け、外国人教員

数も増加している。 

以上のように、教員の募集、採用、昇任にあたっては、全学的な基準、手続を定めて

おり、公正性に配慮して適切に行っている。また、教員の多様性においても全学的な取

り組みとして十分な配慮を行っている点は評価できる。 
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③教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施

し、教員の資質向上につなげていること。 

全学で定めた方針に基づき、教員集団の枠を越え、職員や学部学生・大学院学生の参

画を得ながら組織的かつ多面的なファカルティ・ディベロップメント（以下「ＦＤ」と

いう。）活動を行っている。アクティブ・ラーニングやハラスメント、多様な学生支援

に関するＦＤ研修等、各学部・研究科・教学機関のＦＤ活動は毎年度「教学総括・次年

度計画概要」において報告し、全学に共有すべき事例等については、「教育・学修支援

センター」が提案やコメントを付記して全学に共有している。ＦＤ活動を踏まえて、教

育ＤＸを進めるなどの成果につなげている点は評価できる。また、教育歴の浅い新任教

員に「新任教員対象ＦＤプログラム」を提供している。 

教員の研究活動の活性化と質の向上に向けては、「立命館大学第４期研究高度化中期

計画（2021～2025年度）」を策定し、博士後期課程の大学院学生を含む若手研究者から

中核研究者まで研究者のキャリアステージに応じた支援と、「科研費獲得推進プログラ

ム」や個人研究費等の基盤的な研究支援を組織的に実施し、各教員の研究力を高める取

り組みを行っている。また、「立命館大学研究活性度総合指標」（Ｒ－ＴＩＲＡ）を定め、

教員の研究活動状況を定期的に点検・評価する仕組みを整備し、継続的に実施してい

る。 

このほか、教員個人の専門分野や研究を生かした社会連携・社会貢献活動を把握する

ため、「立命館大学研究者学術情報データベース」において、それまで非開示となって

いた教員の社会活動について記載を求め、2019 年度から社会に公表している。また、

びわこ・くさつキャンパスでは、教員の社会連携に関する取り組みをまとめた『地域連

携事例集』を発行し、活性化を図っている。 

大学院学生によるティーチング・アシスタント（ＴＡ）、学部学生によるエデュケー

ショナル・サポーター（ＥＳ）には、授業支援で必要となる研修を実施している。また、

大学院学生が学部の授業の一部を担当し、教育能力や指導能力を身につけ、大学教育の

質向上を目指すティーチング・フェロー（ＴＦ）に対しては、研究科横断科目「大学教

員準備セミナー（ＰＦＦＳ：Preparing Future Faculty Seminar）」の受講及び単位修

得を必須（2024 年度まで実施していた正課外セミナーPreparing Future Faculty (Ｐ

ＦＦ)修了を含む）としており、授業の実施方法等にとどまらず、大学教育の現状理解

等も含めた研修として実施している。 

以上のように、教員個人の資質向上に向けて全学的にＦＤ活動を推進し、また研究活

動状況や社会貢献活動の活性化につながる取り組みを行っている。 

 

④教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいるこ

と。 

教員組織に関わる事項については、常任理事会のもと「教員組織整備計画検討委員
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会」において検討している。また、学部・研究科の「教学ガイドライン」をもとにそれ

ぞれの内規に沿って検証を行い、開講科目の適切性、担当体制、専任率の向上等、適切

な専任教員の配置について点検・評価して「教学総括・次年度計画概要」を作成し、次

年度の授業科目や教学プログラム等の開講方針の策定、教員任用計画に活用するほか、

これら文書を「教学委員会」で全学的に確認し、改善方針を議論している。さらに、「自

己評価委員会教学部会」がその実効性を検証している。くわえて、各学部・研究科が受

審している専門分野別外部評価において、『自己点検・評価報告書』をもとに教員組織

の適切性について評価を受けている。 

このような点検・評価や外部評価の活用及び「教員組織整備計画」の策定とその着実

な実施により、例えば、社会科学系学部のＳＴ比が改善するなどの実績が上がってい

る。また、「教学ガイドライン」の執行と「教学総括・次年度計画概要」を用いた点検・

評価の結果を改善・向上に結びつけ、非常勤比率の高い教養教育分野において専任比率

が上昇するなど、一定の改善につながっている。 

 

 

７ 学生支援 

【評定：Ｓ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を整備し、適切に実施し

ていること。 

学生支援に関する基本方針として、「学園ビジョンＲ2030」に基づき、「正課・課外を

通じて学び成長する」という理念のもと、「包括的学習者支援体制の構築」を全学的に

共有し、教職協働で学生支援に取り組んでいる。また、2017 年度に大学及び大学院の

「学生育成目標」を制定し、育成する人材像を示している。各学部・研究科では、学部

長・研究科長のもと、役職者を配置し、学生の修学や生活を支援している。また、「学

生委員会」において、学生の実情を把握し、修学支援や学生指導の充実を図っている。

学生は、「学び支援サイト」を通じて、学生生活の支援に関する情報へのアクセスが可

能である。 

多様化する学生のニーズに迅速かつ適切に対応するため、「特定業務専門職制度」を

運用して、各キャンパスに専門的な知識とスキルを持った職員を配置していることに

加え、2023 年度以降「学生支援業務改革プロジェクト」での議論を踏まえ、キャンパ

スや部署の垣根を越えて職員が有機的に連携して学生支援に関する業務を遂行してい

ることは、高く評価できる（長所 1参照）。さらに、「学びのコミュニティ」の形成を支

援するため、多様なピア・サポートに関わる取り組みを行っており、「Student Success 

Program（ＳＳＰ）」においては、「自立した学習者」の育成に向けて正課・課外それぞ

れの学びを連関させ、一人ひとりの状況に応じた支援体制を整備している。 

また、「教育・研究ＤＸ推進室」を中心にＤＸ基盤・インフラの整備を行い、学内の
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各種申請手続のオンライン化等も進めている。そのほか、学部・研究科でアンケート等

により学生の学習状況等を定期的に把握し、その結果を「教学委員会」で共有するとと

もに、学生の個別の状況に応じ、学部・研究科と学生サポートルーム等が連携して支援

する体制を整備している。障がいのある学生に対しても、「障害学生支援室」の専門の

支援コーディネーターと学生サポートスタッフが学部等の教職員と連携して支援して

いる。経済支援については、学費減免や家計急変学生奨学金等の大学独自の奨学金制度

も整備している。大学院学生に対しては、研究活動に専念できるよう、課程に応じた多

様な奨学金制度や研究助成制度も整備している。さらに外国人留学生に対して、各キャ

ンパスに留学生支援コーディネーターを配置し、日本での生活を支援するほか、大学独

自の授業料等減免制度等を整備し、経済支援を行っている。 

就職支援においては、2020 年度に「ＲＵチャレンジ・デザイン」を踏まえ「Ｒ2030

進路・就職政策」を策定し、早期からのキャリア形成支援の拡充を重点施策として掲げ、

キャリアセンターが学部・研究科と連携して学生のキャリア支援に取り組んでいる。大

学院学生についても、「大学院キャリアパス推進室」のもと、大学院学生の学習・研究

活動を促進するための奨学金・研究助成制度の運用、修了後のキャリア獲得につなげる

ためのキャリアパス形成支援プログラムの運用等に取り組んでいる。 

以上のとおり、大学での学びと学生生活を多方面からサポートする体制を整備し、大

学が定める目標を実現するための諸施策を実施しており、学生支援を適切に行ってい

るといえる。 

 

②学生支援に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいるこ

と。 

学生支援に関わる取り組みの適切性については、「自己評価委員会学生部会」で点検・

評価を行い、改善状況等を継続的に検証している。また、具体的な学生支援の運営に関

して、修学支援は教学部が所管する「教学委員会」や「大学院教学委員会」、生活支援

は学生部が所管する「学生生活会議」、進路・就職支援はキャリアセンターが所管する

「進路・就職委員会」において、各種実施方針の策定とその総括を通じて、必要な改善

を行い、次年度の取り組みにつなげている。くわえて、教学部による「学びと成長調査」、

学生部による「課外自主活動実態調査」、キャリアセンターによる「卒業・修了時アン

ケート」等を実施し、学部学生・大学院学生の実態把握に努めている。 

2022年度に開催した「全学協議会」において、学部学生・大学院学生・教職員が対等

の立場で教学や学生生活の支援策等について協議し、その内容を『2022 年度全学協議

会確認文書』にまとめ、全学で共有している。同協議会は大学が行うさまざまな施策を

学生の視点から評価する重要な機会と位置づけ、確認した内容について、次期計画に反

映することにより、学生の課外自主活動を対象とした奨学金・助成金制度の充実や学部

の枠を越えたＰＢＬ型プログラムの運用等の実現につながっている。 
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2023 年度以降、「学生支援業務改革プロジェクト」を発足し、「創発性人材」輩出の

ための学生支援のあり方を議論し、学生支援に関わる部門共通の行動指針や情報の一

元化などの改革が進んでおり、学生支援の更なる高度化が期待される。 

以上のとおり、学生支援に関わる状況を全学的に点検・評価し、改善・向上に取り組

んでいるといえる。 

 

 

８ 教育研究等環境 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習、教員の教育研究活動に必要

な環境を適切に整備していること。 

各キャンパスそれぞれに、「将来構想検討委員会」を設置し、キャンパスの特性や学

問分野の関係性等を生かして、キャンパスごとの「マスタープラン」を策定している。

「学園ビジョンＲ2030」に基づく「ＲＵチャレンジ・デザイン」においては「研究力の

向上と教育の高度化をつなぐ教育の展開」の重要な要素として、「各キャンパスの特色

化を通じた価値創造」を位置づけている。 

2011～2020年度のキャンパス整備内容は『Ｒ2020キャンパス整備報告書』として公

表しているほか、「ＲＵチャレンジ・デザイン」及び「キャンパスマスタープラン」も

冊子又は電子媒体で公表している。 

ネットワーク環境やＩＣＴ機器の整備に関しては、「情報基盤整備委員会」において

「Ｒ2030前半期（2021～2025年度）情報基盤整備計画」を策定し、パソコンや無線ＬＡ

Ｎアンテナの最新化を図った。これ以前の新型コロナウイルス感染症への対応におい

ても、ビデオ会議システムや全教室への映像・音響設備の導入、学外接続回線の増強等、

迅速にＩＣＴ環境整備を進めた。 

情報倫理の確立に向けた取り組みとして、「学校法人立命館情報システムの利用およ

び運用管理に関わる基本規程」「学校法人立命館情報システム運用管理規程」「学校法人

立命館情報システム利用規程」を制定するとともに、「最高情報セキュリティ責任者」

「最高情報セキュリティアドバイザー」「立命館ＣＳＩＲＴ」を置くことで、情報セキュ

リティ対策推進体制を整備している。ＩＴサポートサイトにおいて、情報環境の利用に

関する規程や「インターネットサービス利用ガイドライン」、情報倫理に関する規程・

ガイドライン等を公表して、情報倫理の確立を目指している。 

 

②図書館サービス及び学術情報サービスを提供するための体制を備えていること。また、

それらを適切に機能させていること。 

４つのキャンパスに７つの図書館を設置しており、図書・雑誌等、教育や研究に必要

な十分な量の学術資料を収蔵している。また、学術情報の相互提供システムの構築に関
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して、国内外を問わず他大学・機関と図書館間相互協力を推進し、学生・教職員は直接

各大学等の図書館を利用することができる。 

電子ジャーナルについても、幅広い分野のタイトルを選定しており、特に利用が多い

大手６社のほとんどの最新タイトル及びバックナンバーが購読でき、Read & Publish

モデルを締結することで、大学全体での購読料と論文掲載料（ＡＰＣ）の総額を圧縮す

る工夫をしている。電子ジャーナルやデータベース等の学術情報へのアクセスは、ＶＰ

Ｎ（Virtual Private Network）や学術認証フェデレーション（学認）等の接続により、

自宅や外出先等からでも安全に利用することが可能となっている。また、各図書館に司

書資格を有するレファレンス担当者を配置している。 

いずれの図書館も十分な座席数を有し、開館時間も利用者に配慮して利便性を高め

ている。また、利用促進のために、新入生図書館ガイダンスを全学部で実施し、オンデ

マンド用動画としても提供している。 

 

③研究活動に関わる支援、条件整備を通じ、研究活動の促進を図っていること。また、健

全な研究活動のために必要な措置を講じていること。 

「新たな価値を創造する次世代研究大学」「イノベーション・創発性人材の育成」を柱

とする「ＲＵチャレンジ・デザイン」を掲げ、また、2006年度以降、５年ごとに「研究

高度化中期計画」を策定している。 

一律配分の研究費に加え、学内公募型の助成制度を整備している。研究時間の確保に

関しては、「研究専念教員規程」及び「専任教員学外研究規程」を制定しており、教員

が申請し採用となった場合、授業科目の担当や教授会等の会議への出席、大学及び法人

の役職が免除となる制度を設けている。「専任教員学外研究規程」では、一般専任教員

の枠とは別に、若手枠、ワーク・ライフ・バランス枠、学外資金枠及び役職者の研究回

復措置枠があり、同様の支援を受けることができる。中核研究者・トップ研究者となる

ことを期待する研究者として「ＲＡＲＡフェロー」及び「ＲＡＲＡアソシエイトフェロ

ー」を任命し、研究環境向上に向けたテーラーメイド支援を制度化している。 

若手研究者に関しては、「若手研究者育成プログラム」があるほか、「女性研究者キャ

リアパス支援プログラム」「自然科学系無期女性教員積極採用支援制度」「フューチャー

准教授プログラム」等、若手や女性研究者のキャリアパスを中長期的な視点で組織的に

支援するプログラムも制度化している。優秀で意欲の高い博士後期課程の大学院学生

に対しては、「次世代研究者育成プログラム（ＲＡＲＡ学生フェロー）」を整備しており、

生活費相当額及び研究費を支給している。 

研究に関する不正行為及び研究費の不正使用の防止といった研究倫理の確立に向け

て、不正行為の防止に関する規程を制定している。また、研究活動の不正防止のための

研修として教職員はｅラーニング教材と動画教材を受講し、修了証・誓約書を提出して

いる。大学院学生に対しては、「研究倫理プレセミナー」などの動画教材を用いて研究
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倫理に関する教育・研修を行っている。くわえて、『研究倫理ハンドブック』及び『研

究費執行ガイドブック』を毎年度配付している。 

 

④教育研究等環境に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んで

いること。 

教育研究等環境に関わる状況の定期的な点検・評価は、各キャンパスに設置した「将

来構想検討委員会」が行っている。各委員会は「キャンパスマスタープラン」に基づき、

15～30年の「フレームワークプラン」と、５年サイクルの「アクションプラン」を策定

し、「学園ビジョンＲ2030」と整合性をとりながら改善を図っており（基本情報一覧（第

８章）参照）、教育研究等環境の堅実な改善策として評価できる。環境負荷の削減につ

いては、「地球環境委員会」が主導し、エネルギーや一般廃棄物の削減に向けた取り組

み及び削減目標の達成状況を点検・評価し、『環境報告書』を公表している。 

安全・衛生面では、びわこ・くさつキャンパスにおいて「安全管理室」が理工系学部

の施設・設備の安全巡視を行い、その結果を各研究室責任者に送付し、「理工系安全管

理委員会」に報告している。大学全体の「情報基盤整備計画」は「情報基盤整備委員会」

が策定・検証し、そのもとの「クラウド環境活用整備専門部会」が、クラウド活用に関

する課題解決に専門知識を生かして取り組んでいる。利用者からの問合せもクラウド

サービスで受け付け、改善に活用している。 

図書館では利用者アンケートを実施し、寄せられた意見をもとに閲覧席の増設や什

器更新、蔵書の充実等の環境改善を進めており、施設・環境、蔵書、サービスへの満足

度も高い。 

研究活動に関しては、研究分野の点検・評価活動として、「研究活性度総合指標（Ｔ

ＩＲＡ）」を定めている。2023年度からは「立命館大学研究活性度総合指標（Ｒ－ＴＩ

ＲＡ）」として項目追加等の見直しを行った。定量分析可能な項目を研究評価の指標と

することによって、継続的な点検・評価活動が可能となり、「研究高度化中期計画」の

検証に活用している。 

 

 

９ 社会連携・社会貢献 

【評定：Ｓ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実

施していること。また、教育研究成果を適切に社会に還元していること。 

社会連携・社会貢献・国際連携等に関わる包括的な方針は、学園の理念である「立命

館憲章」及び「学園ビジョンＲ2030」において示している。 

学部・研究科を設置している３府県それぞれのキャンパスでは、大学の理念・目的及

び各キャンパスコンセプトに基づき、キャンパスの特色や環境を生かした多様な事業
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やプログラムを展開している。衣笠キャンパスでは歴史的・文化的環境を生かした、「京

都歴史回廊協議会」や「明日の京都 文化遺産プラットフォーム」、びわこ・くさつキャ

ンパスでは、「びわこ・くさつ健幸フェスタ」を開催するなど、設置学部・研究科の特

性を生かした取り組みを行っている。さらに「社会共創推進本部」を設置した大阪いば

らきキャンパスでは、「ソーシャルコネクティッド・キャンパス構想」の実現に向け、

学生、大学研究者、企業、地域社会等を結びつけ、社会課題の解決に取り組むコミュニ

ティ「ＲＩＮＣ（Ritsumeikan Innovation Network for Co-creation）」を整備してい

る。 

『立命館大学研究シーズ集』を毎年度作成し、企業、官公庁、産学連携支援機関等に

提供するなど、研究成果の社会還元の促進に努めている。また、オープンイノベーショ

ンを推進する「産総研融合シーズ・スプラウトプログラム」の運営、地域課題解決型の

「グラスルーツイノベーションプログラム」、滋賀県及び県内の近隣大学との連携によ

る地域活性化事業等、多様な展開が見られる。 

また、国際連携・国際貢献活動も盛んであり、７つの海外事務所を拠点としたプログ

ラム、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）との連携事業等、多岐にわたっている。

社会人教育については、「立命館アカデミックセンター」が運営する「立命館オンライ

ンセミナー」のほかに「立命館土曜講座」「立命館びわこ講座」等も展開している。 

以上のことから、社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、多種多様な事業・プロ

グラムを展開し、教育研究成果の社会への還元を果たしながら、大学の存在価値を高め

ていると高く評価できる（長所２参照）。また、これらの取り組みは、実証実験の場や

産学連携を通じた新たな事業の創造等、大学の特色を生かした更なる発展が期待され

る。 

 

②社会連携・社会貢献活動の状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組ん

でいること。 

「自己評価委員会」のもと、「自己評価委員会社会連携部会」において、各部門の社会

連携に関わる活動について、毎年度点検・評価を実施している。各地域イベントや公開

講座の開催時には参加者へのアンケートを実施し、その結果を開催報告等としてまと

め、イベント開催及び大学・キャンパス運営の改善に向けた取り組みの参考にしてい

る。 

研究部では、「第３期研究高度化中期計画（2016～2020 年度）」までの外部評価を踏

まえ、「第４期研究高度化中期計画（2021～2025年度）」を策定し、特に、社会連携・社

会貢献に関しては「特色ある学際共創研究と社会実装の推進により、社会・人類的課題

の解決に貢献し、『総合知』を創出・活用する大学」という大学像を確認し、地域社会

の課題解決を産学官連携や社会実装等により進めている。 

社会連携・社会貢献活動に関わる教育面の点検・評価は、年度ごとの教育プログラム



立命館大学 

25 

に関する点検・評価である「教学総括・次年度計画概要」においても行っており、「サ

ービスラーニングセンター」が開講している正課科目「シチズンシップ・スタディーズ」

では、委嘱アドバイザーによる適切な評価指標を用いた点検を行っている。 

教学理念に基づいて大学が運営する平和博物館「国際平和ミュージアム」において

は、年間活動の総括と次年度の活動計画を、同ミュージアムに関する機関会議で審議・

評価を行い、重要なミッションである学園構成員及び一般市民への平和考察の場と機

会の提供に関して、どれだけ実施できたかを検証している。 

被災地支援を展開する「災害復興支援室」は、2021年３月にこれまでの 10年間にわ

たる取り組みを総括し、それを踏まえた活動方針として「福島県、岩手県大船渡市等連

携拠点（パートナー）との関係の深化」を挙げ、実践に移している。 

以上のように、「自己評価委員会」による毎年度の点検・評価において、大学全体と

して社会連携・社会貢献活動について評価するとともに、各実施部門においても定期的

に点検・評価を行い、改善・向上に努めているといえる。 

 

 

10 大学運営・財務 

（１）大学運営 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①大学運営に関する方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織

を設け、これらの権限等を明示していること。また、それに基づいた適切な大学運営を

行っていること。加えて、大学を設置・管理する法人の運営が適切であること。 

建学の精神、教学理念及び「立命館憲章」を具現化するために、10 年単位で策定す

る中・長期計画「ＲＵチャレンジ・デザイン」に基づき、各年度の事業計画を策定し、

年度予算と連動させながら大学運営を行っている。「ＲＵチャレンジ・デザイン」は、

学内の会議体やホームページ等を通じて、広く周知・共有している。 

「学校法人立命館寄附行為」及び「学校法人立命館寄附行為施行細則」により、理事

会や評議員会に関する事項等を規定するとともに、大学運営に関し、学長等の役職者や

教授会等の権限については学則等に明示している。なお、学長が副学長に権限を委譲す

る事項、学長が司る教育研究に関する事項、教授会が学長に意見を述べることができる

事項等を「学長決定」として定め、イントラネットを通じて学内の教職員に公開し、全

学的に共有している。学長は学校法人立命館総長が兼務しており、総長の選任について

は、「学校法人立命館総長選挙規程」及び「学校法人立命館総長選挙規程施行細則」に

基づき行っている。 

大学と理事会等との権限と責任の明確化を図る観点から、理事会のもとに常任理事

会を置き、学部長を理事とすることで学部等の意見を反映させる形で大学を運営して

いる。また、教員は教授会等を通じて、職員は各課の業務会議を出発点に、上位の機関
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会議を経て政策を常任理事会に諮ることを可能としているだけでなく、「全学協議会」

での協議を「学園共創活動」として位置づけ、全学の意見を多面的かつ重層的にすくい

あげる仕組みを整備している。 

以上のことから、総長をはじめとする所要の職を置き、それらの権限を明示したうえ

で適切に法人及び大学の運営を行っているといえる。 

 

②予算編成及び予算執行を適切に行っていること。 

予算については、「学園ビジョンＲ2030」を推進するための「特別（推進）予算」と

各設置校・各部における恒常的・基盤的な予算を統合した「一般（基盤）予算」に分け

て編成・執行管理を行っている。次年度の予算編成方針は、「事業計画委員会」での検

討を経て、理事会で決定している。次年度予算については、予算編成方針と財務部や各

部間で行う予算ヒアリングの結果に基づき、各部署が次年度事業計画に沿った予算要

求書を財務経理課に提出し、財務経理課が予算要求書を整理・試査したうえで予算案を

作成し、「事業計画委員会」を経て評議員会への諮問後、理事会で決定している。 

予算執行にあたっては、「学校法人立命館経理規程」「学校法人立命館経理規程施行細

則」及び「学校法人立命館経理業務専決規程」に基づき、各予算単位に予算単位責任者

を置き、専決決裁者が権限の範囲内で決裁を行うことになっている。日常的な予算管理

及び執行は、会計システムを使用しており、予算残高や執行明細等の照会機能等によ

り、学内諸規程に沿った予算執行の承認・決裁、配分予算を超える執行の防止を行って

いる。 

以上のことから、予算編成及び予算執行を適切に行っているといえる。 

 

③法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な組織

を設け、人員を配置していること。また、その組織が適切に機能していること。 

法人の政策課題や各教学・研究機関の運営上の課題等を踏まえ、毎年、事務体制・要

員体制文書をとりまとめ、これに基づき事務組織の再編や事務職員の人事異動を行っ

ている。近年では、「学園ビジョンＲ2030」の実現に向けて「教育・研究ＤＸ推進室」

等を新たに設置し、教育研究ニーズに対応した体制の強化を図っている。また、専門的

な知識・技能を持つ事務職員の育成に加え、学生支援や保健衛生等の特定分野に特化し

た「特定業務専門職制度」を運用し、専門性と総合性を兼ね備えた柔軟な人員体制を確

保している。 

大学運営の核となる高度な役割を担う事務職員の育成・確保や、ＳＤの高度化を進め

るため、「Ｒ2030チャレンジ・デザインを遂行するための職員政策具体化委員会」を設

置し、事務職員が学園の経営と運営を担い、専門性を持って学生及び教員に価値の提供

と共創をしていくための人事制度改革等に取り組んでいる。大学運営を担う事務職員

の能力向上を図るため、『職員のための力量形成ガイドブック』を発行し、在職年数や
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異動歴に応じて求める力量、各研修プログラムの目的等を明確にしたうえでＳＤを推

進している。また、「学校法人立命館スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）実施に関

する基本方針」を策定し、ＳＤの対象を役員・教員を含め、職種に関わらず大学運営に

携わるものと定め、法人経営や大学運営に関する研鑽を積んでいる。研究や教学等の新

展開や業務改善などの課題に草の根的に取り組むために予算や運営の支援を行う「グ

ラスルーツ実践支援制度（ＧＰＳＰ）」により、学園内の所属組織や職種の枠を越えて

教職員が連携し、教職協働で業務効率化や新たな外部資金の獲得等の改善につなげて

いるほか、職員の能力開発が教員エフォートの適正化や教育研究の高度化を促進して

いる点は高く評価できる（長所３参照）。 

以上のことから、大学運営に必要な組織を設け、人員を配置するとともに、それらが

適切に機能しているといえる。 

 

④大学運営に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいるこ

と。 

常任理事会のもとに設置した「事業計画委員会」において、「ＲＵチャレンジ・デザ

イン」に基づき、事業ごとの期中及び期末の状況を点検し、課題把握と改善に向けた対

応等を総括したうえで、次期計画に反映している。また、事業と予算の一体的な運用に

向けて、「事業計画委員会事務局」によるヒアリング等を通じて、前年度の実績を翌年

度の予算に反映することで、事業計画と同様に予算のマネジメントサイクルを機能さ

せている。大学運営に関わる事項は、各組織や委員会等の点検・評価結果を踏まえ、「自

己評価委員会」のもとに設けた「自己評価委員会大学運営・財務部会」が毎年、点検・

評価を行い、長所・問題点の把握及びその対応を行っている。 

法令に則り、監事による監査及び監査法人による財務監査を実施している。また、「内

部監査規程」に基づき、法人内に設けた業務監査室による内部監査を実施している。そ

れぞれの監査は独立性をもって実施し、各監査結果に基づき、大学運営に関わる事項の

改善及び向上を図っている。私立学校法の改正（2025 年４月施行）に伴い、理事会の

もとに「内部統制委員会」を設置するとともに、業務監査室を内部監査室とする機能強

化と組織体制の整備も行っており、今後、内部統制システムの運用状況等についても、

監事による独立的監査及び業務監査室による監査を行う予定である。 

以上のとおり、法令及び関係規程に基づき、各種監査を実施し、適切な大学運営に取

り組むとともに、大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行い、改善向上に取

り組んでいるといえる。 

 

（２）財務 

【評定：Ａ】（当該大学の理念・目的に照らした達成状況） 

①教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定しているこ
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と。 

法人の「学園ビジョンＲ2030」の実現に向けて、大学の中・長期計画である「ＲＵチ

ャレンジ・デザイン」のもとで、前半５年間（2021～2025年）に対応するものとして、

「Ｒ2030前半期における財政運営基本方針」（以下「基本方針」という。）を策定してい

る。「基本方針」では、「Ｒ2030 計画の実現にむけた教育・研究の価値向上を支える財

政基盤を確立すること」を目的として、中期的な財務見通しについて基本収支試算

（2021～2025年度）を作成し、財務指標や財政運営課題等を明示している。財務指標で

は、①収支に関する「経常収支差額プラスの確保」等の指標３項目及び②貸借対照表に

関する「純資産構成比率」等の指標４項目を設定している。また、「基本方針」に定め

る財政運営課題を遂行するための具体方策として、毎年度の支出予算編成において、支

出予算と財政指標の関係を明確にした予算編成を行っている。 

以上のことから、教育研究活動を安定して遂行するための中・長期の財政計画を適切

に策定しているといえる。 

 

②教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財政基盤を確立しているこ

と。 

財務関係比率については、「薬他複数学部を設置する私立大学」の平均と比べ、事業

活動収支計算書関係比率における人件費比率が法人全体では平均に近い水準にあるも

のの、大学部門では上回っている。また、事業活動収支差額比率ではプラスを維持して

いるものの、2023 年度の法人全体を除き、平均を下回っている。一方、教育研究経費

比率は法人全体、大学部門ともに平均を上回っている。貸借対照表関係比率は、純資産

構成比率と流動比率において、同平均と比べ下回っているが、「要積立額に対する金融

資産の充足率」は一定の水準を維持している。 

これらの状況から、教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財政基

盤を確立しているといえる。 

外部資金については、2021 年度に「立命館大学第４期研究高度化中期計画（2021～

2025年度）」を策定し、外部資金獲得において具体的な数値目標を掲げ、科学研究費補

助金を含めた各種外部資金の獲得に向けた取り組みを推進している。2023 年度は獲得

金額が大学全体として増加しており、成果が現れているので、引き続き取り組みを実施

し、積極的な外部資金の獲得につなげることが期待される。 
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立命館大学提出資料一覧 

 

 

その他の根拠資料  

 資料の名称 

１ 理念・目的 立命館憲章（ウェブページ） 

立命館大学学則（ウェブページ） 

立命館大学大学院学則（ウェブページ） 

立命館大学の学生育成目標について（2018 年３月２日 大学協議会） 

立命館大学学生育成目標・立命館大学大学院学生育成目標（ウェブページ） 

学部則・研究科則（情報公開 教育研究活動に関する情報）（ウェブページ） 

教育研究上の目的および（観点別）教育目標の今後の取り扱いについて（2007 年 12月 17 日 教学対

策会議） 

2021 年度基礎要件確認シートについて（2021 年９月 29 日 自己評価委員会） 

学部・研究科における教学上のポリシー 策定・公開の取組について（2010 年４月 26 日 教学対策会

議） 

2023 年度自己点検・評価に関わる「基礎要件確認シート」の点検・修正について（2023年５月 25 日 

教務担当者会議） 

2019 年度自己点検・評価報告書 

2024 年度「学びと成長調査」（学部生版）の結果概要について（2024 年７月 22 日 教学委員会） 

2023 年度「学びと成長調査（大学院生版）」の結果概要について（2024 年７月 22 日 教学委員会） 

学園ビジョン R2030「挑戦をもっと自由に」（ウェブページ） 

「R2020 後半期計画における大学院改革中期計画」総括について(2021 年２月 17 日 常任理事会) 

立命館学園コンピテンシー・フレームワークについて（2024 年３月 27 日 常任理事会） 

「学園ビジョン R2030 立命館大学チャレンジ・デザイン」に関する件（2020 年 11 月 27日 理事会） 

学園ビジョン R2030 立命館大学チャレンジ・デザイン（ウェブページ） 

R2030 前半期（2021～2025 年度）財政運営基本方針に関する件（2020 年 11 月 27 日 理事会） 

R2030 チャレンジ・デザイン前半期（2021～2025 年度）の主な事業戦略（「工程表」）について（補

正版）（2021 年９月 29 日 常任理事会） 

立命館大学学友会（ウェブページ） 

第１回学友会・教学部懇談会次第 

第２回学友会・教学部懇談会次第 

第３回学友会・教学部懇談会次第 

学校法人立命館事業報告書 2023 

サマーレビュー（７月 24 日、25 日）の議題について 

「立命館憲章」改正検討委員会の設置に関する件（2024 年７月 26 日 理事会） 

 

２ 内部質保証 立命館大学内部質保証方針（ウェブページ） 

「学部（学士課程）教学改革ガイドライン」の改正について（2014 年 11 月 17 日 教学委員会） 

「大学院教学ガイドライン」の策定について（2024 年 12月 23 日 教学委員会） 

立命館大学自己評価委員会規程 

立命館大学大学評価委員会規程 

立命館大学大学評価・IR 室規程 

立命館大学の自己点検・評価に関する中期方針（2019～2025 年度）について（2019 年３月 27 日 自

己評価委員会） 

2019 年度立命館大学自己点検・評価活動について（2019 年５月 15 日 自己評価委員会） 

立命館大学の 2020 年度自己点検・評価活動について（2020年３月 25 日 自己評価委員会） 

立命館大学の 2021 年度自己点検・評価活動について（2021年３月 24 日 自己評価委員会） 

立命館大学の 2022 年度自己点検・評価活動について（2022年３月 30 日 自己評価委員会） 

立命館大学の 2023 年度自己点検・評価活動について（2023年３月 29 日 自己評価委員会） 

立命館大学の 2024 年度自己点検・評価活動について（2024年３月 27 日 自己評価委員会） 

年度別テーマに基づくレビュー 「学習成果の把握・評価・活用の現状と今後の課題」 

年度別テーマに基づくレビュー 「立命館大学における社会連携・社会貢献の現状と今後の課題」 

年度別テーマに基づくレビュー 「立命館大学におけるコロナ禍対応と今後の課題」 

点検・評価報告書 

大学基礎データ 

大学を紹介するパンフレット 



 

ii 

 年度別テーマに基づくレビュー 「立命館大学における DXの推進状況と、学生・教学・研究支援の

切り口からの今後の展望」 

2019 年度自己評価・外部評価結果報告書 （経営管理研究科）（ウェブページ） 

2021 年度自己評価・外部評価結果報告書 （経済学部・経済学研究科）（ウェブページ） 

2021 年度自己評価・外部評価結果報告書 （情報理工学部・情報理工学研究科）（ウェブページ） 

2021 年度自己評価・外部評価結果報告書 （生命科学部・生命科学研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （法学部・法学研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （政策科学部・政策科学研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （映像学部・映像研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （薬学部・薬学研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （総合心理学部・人間科学研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （食マネジメント学部）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （テクノロジー・マネジメント研究科）（ウェブページ） 

2022 年度自己評価・外部評価結果報告書 （先端総合学術研究科）（ウェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （経営学部・経営学研究科）（ウェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （産業社会学部・社会学研究科）（ウェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （文学部・文学研究科）（ウェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （理工学部・理工学研究科）（ウェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （国際関係学部・国際関係研究科）（ウェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （スポーツ健康科学部・スポーツ健康科学研究科）（ウ

ェブページ） 

2023 年度自己評価・外部評価結果報告書 （言語教育情報研究科）（ウェブページ） 

2024 年度自己評価・外部評価結果報告書 （グローバル教養学部）（ウェブページ） 

2024 年度自己評価・外部評価結果報告書 （経営管理研究科）（ウェブページ） 

2023 年度大学評価結果報告書 

IR 機能の強化・充実について（2018 年 12 月 19 日 常任理事会） 

教育・研究 DX 推進室の設置について（2021 年４月 14 日 常任理事会） 

データ分析基盤の運用開始について（2023 年 11 月 1 日 常任理事会） 

学校法人立命館情報公開規程 

学校法人立命館情報公開（ウェブページ） 

立命館大学教職課程情報公開（ウェブページ） 

立命館大学 大学評価・IR 室（ウェブページ） 

教育開発推進機構「刊行物一覧」（ウェブページ） 

BI ツールを用いた「学びと成長調査」の集計結果の共有と公開について（2024 年７月８日 教学委員

会） 

学びと成長レポート vol.７（ウェブページ） 

立命館大学におけるアセスメント・ポリシーの策定について（2021 年３月 24 日 自己評価委員会） 

全学協議会（ウェブページ） 

2022 年度全学協議会確認文書 

立命館の財政運営の考え方（ウェブページ） 

立命館大学の点検・評価に関わる当面（～2018 年度）の課題と取組みについて（2012 年 12 月 12 日 

自己評価委員会） 

専門分野別外部評価（第２サイクル）の実施要領について（2019 年３月 27 日 自己評価委員会） 

2016 年度立命館大学大学評価委員会実施要項（2016 年 11月２日 常任理事会） 

2023 年度立命館大学大学評価委員会の実施概要について（2023 年４月 26 日 自己評価委員会） 

 

３ 教育研究組織 立命館大学大学院経営管理研究科観光マネジメント専攻専門職学位課程の設置に関する件（2023 年

１月 27 日 理事会） 

文部科学省「ジョイント・ディグリー・プログラム」（ウェブページ） 

立命館大学文学部キャンパスアジア・プログラム（ウェブページ） 

立命館グローバル・イノベーション研究機構規程 

立命館大学立命館アジア・日本研究機構規程 

立命館大学衣笠総合研究機構規程 

立命館大学総合科学技術研究機構規程 

立命館大学 BKC 社系研究機構規程 

立命館大学 OIC 総合研究機構規程 

立命館大学研究機構研究センター規程 

研究機構・研究所・研究センター（ウェブページ） 



 

iii 

 

「立命館大学第４期研究高度化中期計画（2021～2025 年度）」について（2022年 3月 30 日 常任理

事会） 

学校法人立命館寄附行為施行細則 

設置計画履行状況等調査報告書（ウェブページ） 

学外からの研究費受入額（2018～2023 年度） 

立命館大学宇宙地球探査研究センター（ESEC）（ウェブページ） 

宇宙戦略基金事業 SX 研究開発拠点に採択～立命館大学宇宙地球探査研究センター（ESEC）設立から

1 年半、月・火星面環境再現技術の開発と宇宙産業を支える人材育成に取り組む～（ウェブページ） 

次期キャリアパス支援制度の方向性について（2022 年 10月３日 大学院教学委員会） 

立命館大学大学院キャリアパス推進室規程 

 

４ 教育・学習 立命館大学教学委員会規程 

人材育成目的ならびに教学上のポリシー検証・公開に関するガイドライン（案）について（2010 年

７月 26 日 教学対策会議） 

大学院教学改革の基本方針（2011 年７月 15 日 大学院委員会） 

カリキュラム改革時の検証および点検項目について（2015年 11 月２日 教学委員会） 

３つのポリシー検討状況の集約ならびにカリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー、科目概要の

進め方について（2016 年９月 26 日 教学委員会） 

人材育成目的・教育目標・３ポリシーの策定と運用（2016 年７月４日 教育・学修支援センター会議） 

立命館大学の教育研究上の目的と学部・研究科における人材育成ならびに教学上の方針について（ウ

ェブページ） 

2023 年度大学評価委員会の改善課題の指摘を受けての生命科学部・研究科の学位授与方針、教育課

程の編成・実施方針の修正（2024 年 10 月 15 日 生命科学部教授会） 

機関別認証評価、大学評価委員会、専門職大学院認証評価、専門分野別外部評価等での指摘事項の改

善状況および設置計画履行状況等報告書について（2024 年７月 24 日 自己評価委員会） 

教育課程に関わる基本文書の策定と運用（2017 年５月 15日 自己評価委員会教学部会） 

カリキュラム・マップ、ツリー、科目概要の作成状況 

アセスメント・チェックリストの作成について（2020 年９月 23 日 自己評価委員会） 

アセスメント・チェックリスト（学部ごと） 

アセスメント・チェックリスト（研究科ごと） 

2023 年度教学総括・次年度計画概要の策定について（2023年 12月 18 日 教学委員会） 

2023 年度教学総括・次年度計画概要（学部・研究科） 

2023 年度教学総括・次年度計画概要（機構） 

2020 年度シラバスの編集・公開方針および点検等のスケジュールについて（2019 年 10 月 21 日 教

学委員会） 

R2020 後半期計画における大学院改革中期計画について（2015 年 12 月９日 常任理事会） 

教学ガイドラインに沿った学部の３つのポリシーならびに大学院教学改革基本方針に基づく研究科

の教学ポリシーの精緻化の取り組みについて（2016 年５月９日 教学委員会） 

科目ナンバリングについて（2018 年７月 23 日 教学委員会） 

2020 年度からの科目ナンバリングの実施について（2019 年３月 11 日 教学委員会） 

科目ナンバリング実施状況 

「学部（学士課程）教学ガイドライン・開講方針に基づく検証指標の明確化について」意見集約をふ

まえた整理と修正案（2015 年 11 月２日 教学委員会） 

立命館大学 R2030 チャレンジ・デザインにおける課題推進について（2024 年６月 12 日 常任理事会） 

2020 年度教養教育改革具体化方針について（2019 年１月 28 日 教学委員会） 

立命館大学数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（ウェブページ） 

2023 年度「データサイエンス＋R プログラム」自己点検・評価報告書（ウェブページ） 

「学びと成長調査」結果（ウェブページ） 

2019〜2023 年度「授業アンケート」結果（ウェブページ） 

学びと成長レポート vol.２（ウェブページ） 

学びと成長レポート vol.３（ウェブページ） 

学びと成長レポート 第２特別号（ウェブページ） 

学びと成長レポート 第３特別号（ウェブページ） 

学びと成長レポート 第４特別号（ウェブページ） 

スーパーグローバル大学創成支援事業 令和２年度中間評価結果 

スーパーグローバル大学創成支援事業 平成 29 年度中間評価結果 

スーパーグローバル大学創成支援事業 令和６年度事後評価調書（本文） 

スーパーグローバル大学創成支援事業 令和６年度事後評価調書（成果指標データ） 
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スーパーグローバル大学創成支援事業 事後評価（令和６(2024)年度）（ウェブページ） 

立命館大学と UC デービス校の国際交流イベント開催報告（ウェブページ） 

研究・専門架橋型英語教育の全学展開に向けて−英語改革タスクフォース最終報告−（2023 年７月 24

日 教学委員会） 

2024 年度春学期における教育に関わる国際協定等の締結状況について（2024 年 11 月 26日 RU 国際

教育センター合同会議） 

2022 年度大学院キャリアパス推進室における言語学習支援について（2022 年 4 月 26 日 大学院キャ

リアパス推進室会議） 

大学院生に向けた外国語機械翻訳システムの導入について（2023 年３月 13 日 大学院教学委員会） 

学びの立命館モデル検討ワーキング答申（2014 年３月４日 常任理事会スプリングレビュー） 

アクティブラーニングの実施状況 

メディアを利用した授業実施ガイドライン（2024 年度版）について（2023 年５月 15 日 教学委員会） 

メディアを利用した授業実施ガイドライン（2024 年度版） 

2024 年度以降の新規遠隔授業について（2023 年 10 月２日 教学委員会） 

2018 年度以降の受講登録上限単位数の設定について（2017年５月 15 日 教学委員会） 

2024 年度シラバスの編集・公開方針および点検等スケジュールについて（2023 年 10 月 23 日 教学

委員会） 

今後の学習支援政策の具体化に向けて（2016 年 10 月 17 日 教学委員会） 

ES 基本研修資料 

2023 年度 ES 研修実施まとめと 2024 年度 ES 研修実施方針について（2024 年３月４日 教学委員会）  

ティーチング・フェロー（TF）制度の創設について（2023年９月 20 日 常任理事会） 

「ティーチング・フェロー制度に関するガイドライン」、「2024 年度 TF 配置予定科目数の集約」お

よび「2024 年度 TF 制度方針」について（2024 年９月 11日 教学委員会） 

学び支援サイト「TF・TA・ES・オリターとは」（ウェブページ） 

大学院キャリアパス推進室アニュアルレポート 2022（ウェブページ） 

「トランスファラブルスキル習得マッピング」の策定について(2022 年 3 月 16 日 キャリアパス推進

室会議） 

2023 年度大学院キャリアパス推進室が実施する支援制度等の概要について（2023 年１月 27 日 研究

委員会） 

博士課程後期課程院生を対象とした研究助成制度の統廃合について（2022 年 12 月 16 日 研究委員

会） 

2023 年度秋学期成績評価の変更について（2024 年５月 27日 教学委員会） 

学び支援サイト「成績評価・GPA・単位授与の時期・他大学等で修得した単位の認定」（ウェブペー

ジ） 

学び支援サイト「成績発表・成績確認制度」（ウェブページ） 

「成績確認制度」について（2010 年１月 25 日 教学対策会議） 

成績確認制度の見直しについて（2023 年６月 26 日 教学委員会） 

外国留学単位認定に関わる授業時間の確認について（2003年２月 24 日 教務会議） 

交換留学先で履修した授業科目に対する本学での単位認定申請の手続き再整理について（2012 年９

月 24 日 教学委員会） 

立命館大学学位規程 

2024 年度学修要覧(学部ごと） 

2024 年度法学部教学改革要綱（2022 年 10 月 25 日 法学部教授会） 

2024 年度学修要覧（研究科ごと） 

2016 年度からの導入に向けた各研究指導計画書（前期・後期・一貫制・４年制）の具体化について

（2015 年 12 月 11 日 学位委員会） 

立命館大学大学院スポーツ健康科学研究科課程博士学位授与に関わる内規・改定（2019年７月 30 日 

スポーツ健康科学研究科委員会） 

2024 年度映像研究科カリキュラム改革（2023 年２月 13 日 教学委員会） 

立命館学術成果リポジトリ（ウェブページ） 

博士学位申請・授与手続マニュアル 

博士学位の授与の取消しに関する手続の具体化について（2017 年４月７日 大学協議会） 

2023 年度学部・研究科オリエンテーションの実施について（2022 年 11 月７日 教学委員会） 

学習成果検証および取り組み総括の手引き（2019 年１月 教学部） 

大学院修了生（校友）調査のパイロット調査実施について（2023 年６月 26 日 教育・学修支援セン

ター会議） 

2024 年度「学びと成長調査（学部生版、大学院生版）」実施方針について（2024 年２月 19 日 教学

委員会） 
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卒業生（校友）調査の結果報告について（2020 年７月 20日 教学委員会） 

大学院修了生（校友）調査の実施について（2024 年６月 24 日 教学委員会） 

2024 年度薬学部カリキュラム改革 （2023 年 11 月 20 日 教学委員会） 

2023 年度各学部・研究科等と教学部との懇談会の実施について（2023 年５月 29 日 教学委員会） 

2024 年度開講方針の策定について（2023 年５月 15 日 教学委員会） 

2023 年度教学委員会運営に関する申し合わせ（2023 年３月 13 日 教学委員会） 

カリキュラム改革業務説明会資料 

教育課程連携協議会 開催報告 ①経営管理研究科（ウェブページ） 

教育課程連携協議会 開催報告 ②法務研究科（ウェブページ） 

教育課程連携協議会 開催報告 ③教職研究科（ウェブページ） 

学びと成長レポート vol.４（ウェブページ） 

 

５ 学生の受け入れ 入学試験要項（学部）（ウェブページ） 

入学試験要項（大学院）（ウェブページ） 

大学案内 2025 

2025 年度立命館大学入学試験の概要について 

立命館大学 2025 年度入試企画（2024 年３月 25 日 入学試験委員会） 

UNITE Program リーフレット 

出願システムの統一的導入について（2021 年 12 月７日 入学センター部会議） 

立命館大学入試情報サイト「過去問題・講評」（ウェブページ） 

立命館大学入試情報サイト「ムービー」（ウェブページ） 

2023 年度大学院入試総括および 2025 年９月入学・2026 年４月入学の大学院入試方針の策定につい

て（2024 年３月 18 日 大学院教学委員会） 

2025 年９月入学・2026 年４月入学 大学院入学試験実施方針について(2024 年６月 24 日 大学院教学

委員会） 

2025 年４月入学大学院入学試験要項の編集方針について（2023 年 10 月 23 日 大学院教学委員会） 

大学院入学試験執行ガイドラインの年次改訂について（2024 年３月 18 日 大学院教学委員会） 

大学院入試の出願・選考・入学手続における例外対応について 

大学院入学試験執行ガイドライン＜補足＞（新型コロナウィルスの影響を踏まえた大学院入試執行

に関わって）の一部更新について（2022 年 12 月５日 大学院教学委員会） 

立命館大学大学院入試情報サイト（ウェブページ） 

大学院入学試験要項（研究科共通） 

大学院の定員管理に関する課題改善の方針について（2019年６月 24 日 大学院教学委員会） 

2020 年度自己点検・評価報告書（入試部会） 

2021 年度自己点検・評価報告書（入試部会） 

2022 年度自己点検・評価活動報告（入試部会） 

2023 年度自己点検・評価報告書（入試部会） 

法学研究科 2025 年改革について（2024 年１月 22 日 教学委員会） 

法学アカデミー院生支援の実施方針（2024 年５月 14 日 法学研究科委員会） 

テクノロジー・マネジメント研究科における博士課程後期課程の学生在籍状況について（2024 年 10

月１日 テクノロジー・マネジメント研究科教授会） 

テクノロジー・マネジメント研究科博士課程後期課程の定員増加について（2024 年 10 月１日 テク

ノロジー・マネジメント研究科教授会） 

2024 年４月立命館大学入学者数について（2024 年５月 31日 評議員会） 

全学共通的に実施する大学院入試広報の取組みについて（2024 年３月 18 日 大学院教学委員会） 

立命館大学入試情報サイト「入学試験結果」（ウェブページ） 

 

６ 教員・教員組織 立命館大学教員選考基準 

教員任用基準および大学院担当資格の運用に関する全学ガイドライン（2010 年３月 19 日 大学協議

会） 

教員組織整備計画（2022～2023 年度）（2021 年６月２日 常任理事会） 

R2030 教員組織整備計画（2024 年～2030 年）について（2023 年５月 17 日 常任理事会） 

大学教員のエフォートのあり方検討委員会による（「R2030立命館大学チャレンジ・デザイン実現の

ための大学教員のエフォートのあり方について（審議まとめ）」）を受けて（2023 年１月 18 日 常

任理事会） 

教員・教員組織に関わる経年推移 

大学協議会規程 

立命館大学大学院教学委員会規程 
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 データで見る立命館「立命館大学大学教員」（2024 年５月１日現員数） 

学部（学士課程）教学改革ガイドライン（改訂版）（2010年 10月 25 日 教学対策会議） 

R2030 における大学教員のエフォート・マネジメントについて（2024 年１月 24 日 R2030 教員組織整

備計画検討委員会） 

非常勤比率 

2020 年度教養教育改革具体化方針（2019 年３月 11 日 教学委員会） 

2023 年度教養科目開講状況データ 

基本担当者の意義と役割について（制度案内） 

立命館大学共通教育推進機構規程 

2020 年度を目処とする教養教育改革に向けた「全学教養教育改革検討委員会」の設置について（2017

年３月 27 日 教学委員会） 

教員に占める外国人及び外国の大学で学位を取得した専任教員数（SGU/2013～2023） 

R2020 後半期重点課題推進のための教員の全学政策枠の配分方針について（2016 年７月 28 日 教員

組織整備計画検討委員会） 

立命館大学専任講師就業規則 

R2030 チャレンジ・デザインを遂行するための職員政策検討委員会検討まとめ －R2030 職員政策の

コンセプトと基本方向－（2023 年３月 15 日 常任理事会）  

2023 年度教学部研修「スペシャルスキル獲得を目的とした初任者研修」の実施と参加者の募集につ

いて（2023 年５月 19 日 事務長・教学部課長会議） 

立命館大学クロスアポイントメント制度に関する規程 

立命館大学教員任用・昇任規程 

法科大学院教員選考規程 

立命館大学客員教員規程 

立命館大学特別招聘教員規程 

立命館大学授業担当講師規程 

立命館大学非常勤講師に関する規程 

立命館大学の任期を定めた教員の任用等に関する規程（ウェブページ） 

2024 年度に任用する教員の任用手続き日程について（2023年５月 12 日 大学協議会） 

2024 年度昇任に関する手続きについて（2023 年５月 12 日 拡大学部長会議） 

2024 年度女性教員・職員比率（2024 年 5月 1 日現在）および詳細データについて（2024年７月３日 

常任理事会） 

学校法人立命館 立命館大学情報理工学部（大学院情報理工学研究科）教員募集要項 

立命館大学リサーチライフサポート室（ウェブページ） 

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に基づく学校法人立命館の行動計画の策定につい

て（2021 年３月 31 日 D＆I 推進本部会議） 

教育開発推進機構「本学における FD 活動の定義」（ウェブページ） 

2023 年度教学総括・次年度計画概要「組織的 FD」における特徴と課題（2024 年９月９日 教学委員

会） 

教育 DX 基盤の整備方針について（2023 年２月 27 日 教学委員会） 

新任教員対象 FD プログラム 2024 年度研修内容と受講促進に関わるご協力について（2024 年３月 18

日 教育・学修支援センター会議） 

2022 年度・2023 年度「教育開発 DX ピッチ」の取り組み報告（2024 年４月 22 日 教育・学修支援セ

ンター会議） 

2024 年度における授業アンケートの実施方針およびインタラクティブシートの取り扱いについて

（2024 年５月 13 日 教学委員会） 

（一例）manaba+R における試験講評 

教育開発推進機構「新任教員対象実践的 FD プログラム」（ウェブページ） 

2024 年度新任教員対象 FD プログラム受講ガイドブック 

教育開発推進機構「授業支援リソース」（ウェブページ） 

教育開発推進機構「2022 年度第２回メディア授業支援 FD」（ウェブページ） 

教育開発推進機構「2022 年度第３回メディア授業支援 FD」（ウェブページ） 

新任教員実践的 FD プログラムが JAED「プログラム認証」を受領（ウェブページ） 

2024 年度大学教員準備セミナー（Preparing Future Faculty：PFF）の実施について（2024 年７月９

日 大学院キャリアパス推進室会議） 

2024 年度 TA 研修実施方針について（2024 年３月４日 教学委員会） 

立命館大学研究者学術情報データベース（ウェブページ） 

研究活性度総合指標（通称：TIRA）の再設計について（2023 年７月３日 研究部会議） 

R2030 グラスルーツ実践支援制度（ウェブページ） 



 

vii 

 教育開発推進機構「R2030 に向けた教育創造の取り組み」（ウェブページ） 

2023 年度教学総括・次年度計画概要の特徴と課題について（2024 年９月９日 教学委員会） 

（一例）大学院担当資格審査委員会の設置について（2023年４月 11 日 法学研究科委員会） 

立命館大学の女性限定人事における「女性」の考え方について（2023 年３月 15 日 D&I 推進本部会

議） 

 

７ 学生支援 立命館大学学生生活会議規程 

立命館大学障害学生支援委員会規程 

2023 年度 Student Success Program の総括と 2024 年度の方針（2024 年３月 25 日 学生生活会議） 

2023 年度学生部主催の新歓企画の報告と踏み出し支援企画（５月以降実施予定）について（2023 年

５月 25 日 学生部会議） 

学び支援サイト（ウェブページ） 

2023 年度（2024 年度入学）文化芸術・スポーツ特別選抜入試合格者を対象としたアスリート・クリ

エーター入学前プログラムの実施方針について(2023 年９月７日 学生部会議) 

立命館大学ライティング・サポート室（ウェブページ） 

教育研究 DX 基盤の整備について（2022 年 12 月８日 部次長会議）  

D 委員会（DX 報告）（2023 年３月２日 スプリング・レビュー） 

2023 年度教育・研究 DX 推進室の体制再編について（2023年７月 19 日 常任理事会） 

次期学生ポータル構築プロジェクトの発足について（2023年 10 月５日 部次長会議） 

2024 年度次期学生ポータル構築プロジェクトの発足について（2024 年５月 16 日 部次長会議） 

2024 年度からの成績確認システムについて（2024 年７月 22 日 教学委員会） 

2023 年度学籍異動者数について（2024 年４月 22 日 教学委員会） 

障害学生支援室（ウェブページ） 

クレオヒューマン光（旧名称：オンライン授業スタートパック）（ウェブページ） 

2023 年度の授業実施に関する基本方針について（2022 年 10 月３日 教学委員会） 

学び支援サイト「授業等で利用する各種ツール」（ウェブページ） 

教学実践フォーラム メディア授業支援 FD 資料例①（ウェブページ） 

教学実践フォーラム メディア授業支援 FD 資料例②（ウェブページ） 

教学実践フォーラム メディア授業支援 FD 資料例③（ウェブページ） 

教学実践フォーラム メディア授業支援 FD 資料例④（ウェブページ） 

学生の学びと成長を支援する奨学金・助成金制度（ウェブページ） 

立命館大学の 2021 年度以降の奨学金制度（学部）の基本的枠組み（案）に関する意見集約結果およ

びそれを踏まえた基本的枠組み（修正版）の共有と今後の進め方について（2020 年５月 27 日 常任

理事会） 

2024 年３月 12 日保健センター委員会 資料 

立命館大学で学ぶ非正規外国人学生の健康管理について（2016 年４月 11 日 学生生活会議） 

Healthy Campus Ritsumeikan「立命館大学ヘルシーキャンパス宣言」（ウェブページ） 

2023 年度保健センター利用統計 

2023 年度発熱外来・学校感染症まとめ 

2023 年度のキャンパス禁煙化活動および３か年（2021～2023 年度）計画の総括と 2024 年度の活動

方針について（2024 年３月 27 日 常任理事会） 

2023 年度関西四大学｢薬物に関する意識調査｣集計結果報告書 

2023 年度事件・事故および安全・安心のための取り組みまとめと 2024 年度の取り組みについて（2024

年３月 25 日 学生生活会議） 

2023 年度学生サポートルーム支援統括と 2024 年度活動方針（2024 年６月６日 学生部会議） 

キャリア形成支援充実費 学部・研究科による 2023 年度総括及び 2024 年度方針の確認・2024 年度予

算の確定について（2024 年３月 11 日 第３回進路・就職委員会） 

「R2020 後半期進路・就職政策の総括と R2030 進路・就職政策」要旨（2021 年３月 15 日 進路・就職

委員会） 

低回生を対象としたキャリア形成支援 2023 年度総括および 2024 年度実施方針（2024 年４月９日 

部会議） 

大学院生のための奨学金・研究助成・キャリアパス支援ガイド 

大学院キャリアパス推進室が実施する支援の 2024 年度実施概要について（2024 年３月 29日 研究委

員会） 

課外自主活動ハンドブック（ウェブページ） 

Student Success Program（SSP）（ウェブページ） 

OIC「TRY FIELD」（ウェブページ） 

2023 年度 EDGE+R プログラム実施報告について（2024 年４月 15 日 共通教育総合センター会議） 
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 2024 年度 EDGE＋R プログラム実施方針（2024 年３月 28 日 EDGE 幹事会） 

みらいゼミ（ウェブページ） 

2024 年度からの「未来共創リベラルアーツ・ゼミ」について（2024 年１月 29 日 共通教育総合セン

ター会議） 

2024 年度「国際社会で活躍する人材養成特別プログラム」の実施について（2023 年 12月 11 日 共通

教育総合センター会議） 

立命館・社会起業家支援プラットフォーム（RIMIX）について（2019 年９月 18 日 常任理事会） 

RIMIX（ウェブページ） 

OIC CONNECT（ウェブページ） 

OIC CONNECT Impact Report 2022-23（ウェブページ） 

OIC CONNÉCT HAPPEN #4（ウェブページ） 

OIC CONNÉCT HAPPEN #5（ウェブページ） 

QULTIVA（ウェブページ） 

社会共創の展開状況と今後の展望（2024 年 11 月 20 日 常任理事会） 

2023 年度 BBP 活動総括（2024年３月 12 日 国際教育センター合同会議、３月 19 日 言語教育センタ

ー会議） 

立命館大学が支援する助成金（ウェブページ） 

外国人留学生日本就職支援 2023 年度総括・2024 年度方針（2024 年３月 19 日 部会議） 

2023 年度第１回全学協議会代表者会議について（2023 年６月 28 日 常任理事会） 

2023 年度第２回全学協議会代表者会議開催報告について（2024 年４月 17 日 常任理事会） 

学校法人立命館個人情報保護規程（ウェブページ） 

立命館大学における性の多様性に関わる学生支援の対応ガイドライン（ウェブページ） 

立命館大学ならびに学校法人立命館の設置する小学校、中学校および高等学校ハラスメント防止に

関する規程（ウェブページ） 

立命館大学・立命館附属校 ハラスメント防止のためのガイドライン（ウェブページ） 

2023 年度新入生の父母等へのアンケート実施報告（2024 年２月 19 日 学生生活会議） 

2023 年度立命館大学の課外活動参加率調査（2024 年３月 25 日 学生生活会議） 

2023 年度新入生対象の学生生活実態把握アンケート実施と経年比較についての報告（2024 年１月 15

日 学生生活会議） 

2022 年度卒業生・修了生アンケート集計報告（学部・大学院）（2023 年７月 25 日 部会議） 

学生支援業務改革プロジェクトの設置について（2023 年５月 25 日 部次長会議） 

 

８ 教育研究等環境 R2020 キャンパス整備報告書（ウェブページ） 

経済産業省 令和４年度「地域の中核大学等のインキュベーション・産学融合拠点の整備」（大学等

向け）への採択について（ウェブページ） 

文部科学省 研究力の向上戦略の実行に必要となる施設整備事業に採択（ウェブページ） 

文部科学省「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業」に採択～リアル・バーチャル時代のウェル

ビーイングと公正な社会を実現する新領域「身体圏」研究拠点～（ウェブページ） 

TRY FIELD リーフレット 

「社会共創推進本部」設置について（2024 年１月 12 日 大学協議会） 

「Microsoft Base Ritsumeikan」の設置および日本マイクロソフト株式会社との協定の締結につい

て（2023 年７月５日 常任理事会） 

Adobe ソフトウェア全学配布と Adobe Creative Campus への加入について（2024 年４月 17 日 常任

理事会） 

2030 年カーボンニュートラル・キャンパス実現へ（ウェブページ） 

京都市の脱炭素先行地域の取り組みについて（ウェブページ） 

京都市脱炭素先行地域 概要（ウェブページ） 

ユニオンスクエアリニューアルの検討再開について（2023 年３月 29 日 BKC キャンパス将来構想検

討委員会） 

令和３年度サステナブル建築物等先導事業（省 CO２先導型）第２回提案の採択（ウェブページ） 

令和３年度サステナブル建築物等先導事業（省 CO２先導型）第２回提案の採択（立命館大学 OIC 新

展開施設整備事業）（ウェブページ） 

図書館「ぴあら」（ウェブページ） 

安全管理室 2019 年度まとめと 2020 年度課題（2020 年３月 23 日 理工系安全管理委員会） 

安全管理室 2020 年度の到達点・取り組み状況と 2021 年度の課題・基本方針（2021 年３月 25 日 理

工系安全管理委員会） 

安全管理室 2021 年度の到達点・取り組み状況と 2022 年度の課題・対応策について（2022年３月 18

日 理工系安全管理委員会） 
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 安全管理室 2022 年度到達点と 2023 年度の課題・対応策について（2023 年３月 27 日 理工系安全管

理委員会） 

安全管理室 2023 年度到達点と 2024 年度の課題について（2024 年３月 28 日 理工系安全管理委員会） 

コロナ禍対応として緊急的に導入を判断した IT サービス基盤について（2020 年７月 28 日 立命館情

報基盤整備委員会） 

2020 年度秋学期以降の授業運営のための教室機器整備について（2020 年６月 22 日 教学委員会） 

2021 年度に向けた情報基盤整備方針の見直しおよび整備の実施について（2020 年 11 月６日 立命館

情報基盤整備委員会） 

ネットワーク基盤の現状と今後の整備計画について（2020年７月 28 日 立命館情報基盤整備委員会） 

立命館大学メディア授業用スタジオ（ウェブページ） 

R2030 前半期（2021～2025 年度）の情報基盤整備計画について（2021 年５月 26 日 立命館情報基盤

整備委員会） 

立命館大学情報教室・マルチメディアルーム等設置 PC の更新整備の実施について（2021 年７月 12

日 教学委員会） 

2022 年度保守停止無線 LAN 機器更新整備の実施について（2021 年 11 月 11 日 情報システム部会議） 

2023 年度立命館大学保守停止ネットワーク機器更改整備の実施について（2022 年 11 月 17 日 情報

システム部会議） 

OIC 新棟建設に伴うネットワーク整備の実施について（2022 年 10 月６日 情報システム部会議） 

RAINBOW サービス利用案内の今後の方針について（2020 年 11 月 19 日 情報システム部会議） 

情報セキュリティ対策推進体制整備について（2020 年１月 15 日 常任理事会） 

IT サポートサイト「学術関係者・シンクタンク研究員等を標的としたサイバー攻撃に関する注意喚

起」（ウェブページ） 

IT サポートサイト「学生向け BEGINNER'S GUIDE」（ウェブページ） 

インターネットサービス利用ガイドライン（冊子） 

インターネットサービス利用ガイドライン（ウェブページ） 

図書館「よく使われるデータベース」（ウェブページ） 

IT サポートサイト「図書館のデータベース、論文検索を自宅から閲覧したい」（ウェブページ） 

立命館大学図書館「他大学資料の閲覧」（ウェブページ） 

立命館大学図書館「Ask a Librarian」（ウェブページ） 

2023 年度図書館ガイダンス実施状況（2024 年３月５日 図書館運営委員会） 

新型コロナウイルス禍における図書館の対応について（コンテンツ整備関係）（2020 年７月 20 日 図

書館委員会） 

秋学期からの図書館の対応について（利用者サービス）（2020 年 10 月 19 日 図書館委員会） 

2020 年度図書館事業報告書 

令和 5（2023）年度科学研究費助成事業－科研費－配分結果について（2024 年３月 29 日 研究委員

会） 

立命館大学非常勤研究職員就業規則 

経済産業省令和４年度「地域の中核大学等のインキュベーション・産学融合拠点の整備（大学等向

け）」に係る補助事業 

立命館大学専任教員学外研究規程 

立命館大学研究専念教員規程 

2023 年度 Ritsumeikan Advanced Research Academy（RARA）フェロー募集要項 

令和２年度科学技術人材育成費補助事業 「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（先端型）」

の採択について（2020 年 10月 14 日 常任理事会） 

2022 年度「女性研究者キャリアパス支援プログラム」の募集について（2021年 10 月 22日 研究委員

会） 

「フューチャー准教授プログラム」の新設と募集について（2022 年３月 25 日 研究委員会） 

立命館大学研究データポリシーおよび解説の策定について（2023 年３月 29 日 常任理事会） 

有力出版社の国際誌へのオープン・アクセス論文投稿支援について（2023 年 10 月 27 日 研究委員

会） 

研究データの管理・利活用・情報セキュリティ（ウェブページ） 

学内研究関連手続きのオンライン化推進について（2019 年７月１日 研究部会議） 

教員ポータルの開発および運用について（2024 年７月 26日 研究委員会） 

立命館大学研究倫理指針 

立命館大学学外交流倫理基準 

立命館大学利益相反規程 

立命館大学研究活動に係る不正行為の防止および対応に関する規程 

立命館大学における公的研究費の管理に関する規程 
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 立命館大学公的研究費不正使用防止計画 

立命館大学で研究活動に携わる教職員に対する定期的な研究倫理研修の実施について（2021 年３月

26 日 研究委員会） 

研究倫理ハンドブック 2024 

公的研究費に係るコンプライアンス教育の受講および誓約書提出について（2020 年６月 26 日 研究

委員会） 

研究費執行ガイドブック 2024 

立命館大学における人を対象とする研究倫理指針 

立命館大学人を対象とする生命科学・医学系研究倫理規程 

立命館大学動物実験規程 

立命館大学遺伝子組換え実験安全管理規程 

立命館大学バイオセーフティ委員会規程 

立命館学園環境報告書（ウェブページ） 

立命館大学理工系安全管理委員会規程 

立命館大学びわこ・くさつキャンパス化学物質等管理規程 

情報基盤整備の 2022 年度実績と 2023 年度計画について（2023 年５月 30 日 立命館情報基盤整備委

員会） 

立命館大学教育研究系ネットワークの学外向き通信制限の抜本的見直しについて（2022 年 11 月 28

日 立命館情報基盤整備委員会） 

多要素認証利用の必須化について（2022 年５月 23 日 情報基盤整備委員会） 

立命館大学図書館「図書館委員会や関連委員会構成」（ウェブページ） 

2022 年度図書館利用者実態調査（アンケート）報告（2023年３月 13 日 図書館委員会） 

立命館大学研究委員会規程 

研究分野における大学自己点検評価活動の基本方針について（2009 年３月 17 日 常任理事会） 

立命館大学研究活性度総合指標（通称 R-TIRA）の 2022 年度実績について（2023 年 11月 24 日 研究

委員会） 

QS 世界大学ランキング 2023の結果について（2022 年６月 13 日 常務会議） 

QS 世界大学ランキング 2024の結果について（2023 年７月 10 日 常務会議） 

QS 世界大学ランキング 2025の結果について（2024 年６月 19 日 常任理事会） 

THE インパクトランキング 2022 の結果について（2022 年５月９日 常務会議） 

THE インパクトランキング 2023 の結果について（2023 年６月 12 日 常務会議） 

THE インパクトランキング 2024 の結果について（2024 年６月 19 日 常任理事会） 

2023 年度大学評価委員会評価結果指摘事項への対応状況一覧 

ライティング・サポート室における英語ライティング支援について（2024 年 10 月 21 日 教学委員

会） 

研究高度化推進制度一覧 

 

９ 社会連携・社会貢献 立命館大学農業・園芸サークル「きぬがさ農園 Kreis」が「第 12 回毎日地球未来賞 クボタ賞」を受

賞（ウェブページ） 

嵐電沿線フジバカマプロジェクト（ウェブページ） 

毎日新聞（京都）記事、京都新聞記事（2024 年５月 26 日） 

京都モダン建築祭 2023 への参加について（2023 年６月 29日 部次長会議） 

「2023 年京都モダン建築祭」参加報告（2024 年１月 25 日 総務部会議） 

2023 年京都モダン建築祭（ウェブページ） 

2023 年京都モダン建築祭 開催レポート（ウェブページ） 

BKC ウェルカムデー～びわこ・くさつ健幸フェスタ 2024～開催報告（2024年 12 月４日 常任理事会） 

正課外プログラム「2023 年度ディスカバリープログラム in近江八幡」実施報告について（2024 年４

月４日 総務部会議） 

「いばらき×立命館 DAY 2024」開催報告（2024 年７月３日 常任理事会） 

「Asia Week 2024」開催報告（2024 年 12 月４日 常任理事会） 

大阪いばらきキャンパス コミュニティ共創プロジェクト５年間の総括（2020 年 11 月 12 日 常任理

事会） 

学びへの挑戦がさらに加速。全国教育機関初の「Microsoft Base Ritsumeikan」を来春設置（ウェブ

ページ） 

アドビ株式会社と新たな価値創出を担う人材育成を共同で推進 AI・デジタル技術を活かしたオリ

ジナル教育プログラムを共同で開発（ウェブページ） 

日立造船株式会社と学校法⼈立命館の連携・協力に関する協定書の締結について（2024 年７月３日 

常任理事会） 
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 株式会社ボーネルンドと学校法人立命館の連携・協力に関する協定書の締結について（2024 年７月

３日 常任理事会） 

OIC における社会共創の取り組み状況について（2024 年４月-６月）（2024 年７月１日 社会共創推

進本部会議） 

2023 年度課外自主活動団体による地域交流まとめ（2024 年６月 20 日 学生部会議） 

国際開発協力の現状と今後について（2011 年１月 26 日 国際連携本部会議） 

国際協力事業の 2019 年度実施報告および 2020 年度の受入について（2020 年３月５日 常任理事会） 

国際協力事業の 2020 年度実施概要および 2021 年度の予定について（2021 年３月 17 日 常任理事会） 

国際協力事業の 2021 年度実施概要および 2022 年度の予定について（2022 年６月 29 日 常任理事会） 

国際協力事業の 2022 年度実施概要および 2023 年度の予定について（2023 年５月 24 日 常任理事会） 

国際協力事業の 2023 年度実施概要および 2024 年度の予定について（2024 年５月８日 常任理事会） 

海外拠点一覧（ウェブページ） 

ウクライナ危機に対する学園としての支援について（2022年度の支援状況報告）（2023年３月 29 日 

常任理事会） 

ウクライナ侵攻にかかる学生の受け入れ支援について（ウェブページ） 

ウクライナ侵攻で影響を受けた学生を立命館大学・立命館アジア太平洋大学（APU）が受け入れへ 学

費免除・生活支援（月 10 万円）・渡航支援を実施（ウェブページ） 

立命館大学研究活動報 RADIANT（ウェブページ） 

産業技術総合研究所・立命館大学「融合シーズ・スプラウトプログラム」の実施について（2020 年

９月 14 日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学「融合シーズ・スプラウトプログラム」認定について（2020 年 11

月 16 日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2021 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」の実施について

（2021 年６月 14 日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2021 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」融合シーズの選

定について（2021 年８月２日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2022 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」の実施について

（2022 年４月４日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2022 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」融合シーズの決

定について（2022 年６月 13日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2023 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」の実施について

（2023 年４月 17 日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2023 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」採択者の決定に

ついて（2023 年７月３日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2024 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」の実施について

（2024 年３月 25 日 研究部会議） 

産業技術総合研究所・立命館大学 2024 年度「融合シーズ・スプラウトプログラム」採択者の決定に

ついて（2024 年７月 22 日 研究部会議） 

2021 年度グラスルーツ・イノベーションプログラム（GRIP)について（2021 年 10 月 22 日 研究委員

会） 

グラスルーツ・イノベーションプログラム（GRIP)の採択について（2021 年 12 月 17 日 研究委員会） 

2022 年度「グラスルーツ・イノベーションプログラム（GRIP)」の募集について（2022 年３月 11 日 

研究委員会） 

グラスルーツ・イノベーションプログラム（GRIP)の採択について（2022 年５月 27 日 研究委員会） 

2023 年度「グラスルーツ・イノベーションプログラム（GRIP)」の募集について（2023 年６月 23 日 

研究委員会） 

グラスルーツ・イノベーションプログラム（GRIP)の採択について（2023 年７月 28 日 研究委員会） 

滋賀県、滋賀医科大学および龍谷大学との連携・協力の推進に関する基本協定書の締結について（2022

年４月 13 日 常任理事会） 

「シチズンシップ・スタディーズ」シラバス 

2023 年度サービスラーニング科目受講者数一覧（秋学期）（2023 年 10 月２日 サービスラーニング

センター定例会議） 

立命館大学 白川静記念 東洋文字文化研究所（ウェブページ） 

白川研文化事業 2022 年度総括と 2023 年度計画（2023 年７月５日 常任理事会） 

漢字成り立ちの歌「おしえて 漢字くん！」（You Tube）（ウェブページ） 

「第 13 回創作漢字コンテスト」『産経新聞』朝刊、12 版、令和４年（2022 年）12月 21日、15 面 

漢字教育士資格認定 Web 講座（ウェブページ） 

漢字探検隊（ウェブページ） 
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 2023 年度立命館大学国際ミュージアム平和教育研究センター活動報告（2024 年１月 26日 ミュージ

アム執行部会議） 

『立命館平和研究』第 26 号について（2024 年３月 15 日 平和教育研究センター運営委員会） 

第１回立命館アカデミックセンター運営委員会資料（2024年６月 14 日開催） 

立命館土曜講座（ウェブページ） 

立命館大学びわこ・くさつキャンパス 地域連携事例集 2022-2023 

2023年度国際平和ミュージアム WEBセミナー「ガザでいま何が起きているのか」の開催について（2023

年 10月 27 日 ミュージアム執行部会議） 

「立命館大学第３期研究高度化中期計画（2016～2020 年度）」の中間評価（２次案）について（2018

年 10月 26 日 研究委員会） 

2023 年度ボランティア・サービスラーニング（VSL）研究会まとめおよび 2024 年度計画について（2024

年５月 20 日 共通教育総合センター会議） 

2023 年度「シチズンシップ・スタディーズ」活動報告会について（2023 年 12 月４日 サービスラー

ニングセンター科目担当者会議） 

立命館大学国際平和ミュージアム 2023 年度活動まとめ・到達点と 2024 年度事業計画（2024 年７月

30 日 ミュージアム評議会） 

災害復興支援室の活動継続について（2021 年４月～2026 年３月）（2021 年３月 17 日 常任理事会） 

2023 年度京都歴史回廊協議会事業の総括および 2024 年度事業計画（2024 年７月 31 日 常任理事会） 

京都歴史回廊協議会（ウェブページ） 

2023 年度立命館大学総合防災訓練総括（2024 年２月 27 日 第３回総合防災訓練実行委員会） 

リスクマネジメントに関する取組みの 2023 年度到達点と 2024 年度目標について（2024年７月 16 日 

リスクマネジメント委員会） 

滋賀県「防災カフェ」（ウェブページ） 

立命館大学防災フロンティア研究センター「防災カフェ」（ウェブページ） 

クロスアポイントメント制度申請者一覧 

立命館大学サービスラーニングセンター活動報告 2023（ウェブページ） 

「現代社会とボランティア」シラバス 

2023 年度サービスラーニングセンター正課外活動計画（2023 年４月 17 日 共通教育総合センター

会議） 

2023 年度課外活動総覧（2024年２月 19 日 サービスラーニングセンター定例会議） 

国際平和ミュージアム常設展示案内（ウェブページ） 

明日の京都 文化遺産プラットホーム（ウェブページ） 

国際平和ミュージアム来館者データ 

 

10 大学運営・財務 

（１）大学運営 

学校法人立命館総長選挙規程 

学校法人立命館総長選挙規程施行細則 

学校法人立命館館則 

立命館大学学部長選挙規程 

2024 年度における立命館大学の「学長決定」について（2024 年４月 12 日 大学協議会） 

総長の選任に関する公示（2022 年 11 月 25 日） 

新型コロナウイルス感染症に対する立命館大学の行動指針（BCP） 

リスクマネジメント基本要綱（2022 年度改訂版） 

立命館大学防火（震災）・防災マニュアル（共通編）（2023 年３月改正） 

災害時における事業継続計画（BCP）の策定と運用について（2024 年３月 11 日 リスクマネジメント

委員会） 

2023 年度「私立大学ガバナンス・コード」の遵守状況に関する点検結果の公表について（2024 年５

月 31 日 理事会） 

「私立大学ガバナンス・コード」遵守状況報告書（2024 年５月 31 日）（ウェブページ） 

学校法人立命館寄附行為の変更に関する件（2024 年９月 27 日 理事会） 

改正私立学校法を踏まえた内部統制システム整備の基本方針および運用等に関する件（2024 年 11 月

29 日 理事会） 

私立学校法 

学校法人立命館寄附行為 

学校法人立命館経理規程 

学校法人立命館経理規程施行細則 

2024 年度予算編成方針に関する件 （2023 年 11 月 24 日 理事会） 

2024 年度予算編成中間報告について（2024 年１月 26 日 理事会） 

2024 年度予算に関する件（2024 年３月 29 日 理事会） 
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 学校法人立命館経理業務専決規程 

私立学校振興助成法 

監事監査規程 

内部監査規程 

学校法人立命館教職員就業規則 

2024 年度の事務体制・要員体制について（2024 年２月 28日 常任理事会） 

学校法人立命館スタッフ・ディベロップメント（SD）実施に関する基本方針（ウェブページ） 

日本私立大学連盟 令和６年度事業計画「Ⅳ.大学マネジメントに関する事業」（ウェブページ） 

PDCA サイクル修得プログラム受講者一覧 

職員のための力量形成ガイドブック 

学校法人立命館特定業務専門職員就業規則 

R2030 チャレンジ・デザインを遂行するための職員政策検討委員会検討まとめ -R2030職員政策のコ

ンセプトと基本方向-（2023年３月 15 日 常任理事会） 

R2030 チャレンジ・デザインを遂行するための職員政策検討委員会から R2030 チャレンジ・デザイン

を遂行するための職員政策具体化委員会への改組について（2023 年５月 17 日 常任理事会） 

R2030 チャレンジ・デザインを遂行するための職員政策具体化委員会検討まとめ -等級制度、評価制

度、キャリア形成制度等について-（2024 年５月 10 日 部課長会議） 

ダイバーシティ＆インクルージョン推進室（ウェブページ） 

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）事後評価（ウェブページ） 

監査報告書（監事） 

監査実施報告書（監査法人） 

学校法人立命館内部統制規程および学校法人立命館内部統制委員会規程の制定に関する件（2025 年

１月 24 日 理事会） 

2025 年度事務体制・要員体制について（2025 年２月 26 日 常任理事会） 

事業計画委員会規程 

2024 年度事業計画に関する件（2024 年３月 22 日 理事会） 

R2030 期間における事業計画等の考え方について（2020 年 11 月４日 常任理事会） 

2024 年度計画点検の進め方について（2024 年５月 22 日 常任理事会） 

2023（令和５）年度事業の実績に関する件（2024 年５月 31 日 理事会） 

2024 年度特別（推進）予算について（2024 年１月 17 日 常任理事会） 

立命館大学 大学評価・IR 室「自己点検・評価」（ウェブページ） 

R2030 推進のためのグラスルーツ実践支援制度（第２期）の実施について（2024 年５月 22 日 常任理

事会） 

 

10 大学運営・財務 

（２）財務 

RIMIX「RSIF 立命館ソーシャルインパクトファンド」（ウェブページ） 

立命館大学の 2023～2026 年度の学費政策と 2023 年度入学者学費について（2022 年６月 15 日 常任

理事会） 

学園創立 125 周年・R2030 チャレンジ・デザインを支える寄付政策について（2024 年３月６日 常任

理事会） 

 

  



 

xiv 

立命館大学提出・閲覧用準備資料一覧（実地調査） 

 

 資料の名称 

１ 理念・目的 「立命館憲章」改正検討委員会答申（2025 年４月 25 日 理事会） 

「立命館憲章」改正案に関する意見集約結果について（2025 年６月 25 日 常任理事会） 

「立命館憲章」改正案の審議スケジュールについて（2025年７月 25 日 理事会） 

意見集約を踏まえた「立命館憲章」改正案の修正および今後の進め方について（2025 年 10 月 22 日 

常任理事会） 

2024（令和６）年度事業の実績に関する件（2025 年５月 30 日 理事会） 

各学部・研究科における将来構想の策定について（R2030 チャレンジ・デザイン後半期に向けて）

（2025 年９月 22 日 教学委員会） 

機関別認証評価、専門職大学院認証評価、専門分野別外部評価等での指摘事項の改善状況について

（2019 年７月 24 日 自己評価委員会） 

2019 年度全学協議会確認文書（ウェブページ） 

各学部・研究科における学生参画による教学運営の改善事例集（2024 年度第２回 自己評価委員会教

学部会） 

 

２ 内部質保証 機関別認証評価、大学評価委員会、専門職大学院認証評価、専門分野別外部評価等での指摘事項の改

善状況および設置計画履行状況等報告書について（2025 年７月 23 日 自己評価委員会） 

2024 年度自己点検・評価活動の学長への報告について（2024 年 12 月 11 日 自己評価委員会） 

2024 年度自己点検・評価報告を受けた改善の実施について（報告）（2025 年１月 22 日 自己評価委

員会） 

2024 年度学長からの改善実施要求への対応について（2025年１月 22 日 自己評価委員会） 

2023 年度自己点検・評価および大学評価委員会の報告を受けた改善の実施について（2024 年２月１

日） 

データで見る立命館「学校法人立命館 事務組織図」（ウェブページ） 

データで見る立命館「教職員数」（ウェブページ） 

2025 年度の専任職員の研修・力量形成支援について（2025年３月 27 日 部次長会議） 

2025 年度 教学部の部門別人材育成計画について（2025 年５月 23 日 事務長・教学部課長会議） 

2024 年度教学部研修「スペシャルスキル獲得を目的とした初任者研修」参加者募集について（2024

年５月９日 部次長会議） 

2024 年度教学部研修「スペシャルスキル獲得を目的とした初任者研修」参加者募集について（2024

年９月 19 日 部次長会議） 

2024 年度部門別人材育成の総括について（教学部） 

学内副業の試行まとめと今後の制度運用について（2024 年９月５日 部次長会議） 

特別個人研修費（学位取得奨励）の制度具体化について（2015 年７月 23 日 部次長会議） 

立命館大学教職教育推進機構規程 

立命館大学教職課程委員会規程 

立命館大学内部質保証方針の策定について（2017 年３月 15 日 常任理事会） 

立命館大学内部質保証方針の一部改正について（2025 年１月 22 日 自己評価委員会） 

2024 年度自己点検・評価の実施要領について（2024 年４月 24 日 自己評価委員会） 

 

３ 教育研究組織 2022 年度自己点検・評価報告書（2022 年 12 月 14 日 自己評価委員会） 

各研究機構における研究センター設置基準について（2015年６月 26 日 研究委員会） 

立命館⼤学デザイン科学研究所の設置について（2024 年３月 27 日 常任理事会） 

 

４ 教育・学習 2025 年度版 シラバス執筆マニュアル 

未来を拓く「学びの立命館モデル」とは？（ウェブページ） 

2025 年度春学期総合心理学部成績分布について 

「教学総括・次年度計画概要」加筆修正・「学習成果の検証」執筆について（2017 年 5 月 15 日 自

己評価委員会教学部会） 

アセスメント・チェックリスト（学位プログラムレベル）のフォーマットについて 

2025 年度以降の各学部・研究科における「教学総括・次年度計画概要」のあり方について（2025 年

9 月 22 日 教学委員会） 

教学マネジメントにおけるアセスメントプランの実質化に向けた提案について（2025 年 5 月 13 日 

教学部会議） 

2026 年度総合心理学部カリキュラム改革（2024 年 7 月 22日 教学委員会） 
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 2025 年度法学部学修要覧 

2025 年度経済学部学修要覧 

2025 年度経営学部学修要覧 

2025 年度グローバル教養学部学修要覧 

 

５ 学生の受け入れ UNITE Program 合格者アンケート傾向まとめ 

プログラム受講者・修了者地域別分布 

2018～2025 年度国際関係学部アメリカン大学・立命館大学国際連携学科の RU ホーム・AU ホーム別

入学者数、卒業者数等 

2024 年度「大学基礎データ」について（2024 年 7 月 24 日 自己評価委員会） 

2024 年度「大学基礎データ」（9/26 時点）について（2024年 10月 30 日 自己評価委員会） 

2025 年度 AO 英語基準入試要項（第 1 期） 

2026 年度帰国生徒（外国学校就学経験者）入学試験 入学試験要項 

2026 年度 AO 選抜入試要項（英語学位プログラム）入学試験要項 

入学試験委員会規程 

2024 年度第 1 回入試企画委員会 議題表 

2024 年度第 12 回入試委員会 議題表 

2019-2025 年度グローバル教養学部入試方式別志願者数推移 

2025 年度大学基礎データ 表２（2025 年９月 26 日現在） 

 

６ 教員・教員組織 数理・データサイエンス AI 認定制度「データサイエンス+Rプログラム」（応用基礎）科目受講登録

選外者増大に伴う対応措置の総括について（2025 年３月 17 日 教学委員会） 

2024 年度 BBP 活動総括（2025年３月 10 日 BBP 運営委員会） 

政策科学部「2025 年度研究実践研究フォーラム I・II 受講の手引き」 

教員任用、昇任の内規 

法学部 2024 年度ハラスメント防止のための FD 研修 

国際関係学部 ハラスメント防止研修 

2024 年度 社会学研究科 ハラスメント研修について 

経営学部 FD「合理的配慮と包括的学生支援体制について」 

経営管理研究科 アンコンシャスバイアス研修「障害学生支援の概要」 

生命科学部・生命科学研究科 FD 企画の実施について（2024年 11月 26 日 生命科学部教授会） 

生命科学部・研究科 FD 研修会「アフターコロナにおける近年の学生の傾向」 

教育開発推進機構「2024 年度教学総括・次年度計画概要」 

2024 年度新任教員 FD プログラム 修了者アンケート（2025 年 3 月 17 日 教育・学修支援センター

会議） 

2025 年度実践的 FD プログラムの再整理とマイクロクレデンンシャルの検討に伴うアンケート 結

果報告（2025 年 10 月 20 日 教育・学修支援センター会議） 

実践的 FD プログラムの再整理とマイクロクレデンシャルの検討について（2025 年１月 20 日 教育・

学修支援センター会議） 

１分間 FD まとめ（ウェブページ） 

 

７ 学生支援 SSP ウェブサイト-SSP 設置の背景と経緯（ウェブページ） 

５月以降の授業再開に向けた実施方針と検討課題（2020 年４月 22 日 常任理事会） 

各キャンパスの Beyond Borders Plaza（BBP）の具体的提案について（2017 年２月 14日 教学委員

会） 

学業ガイドライン 学生への案内資料 

SSP-サポート一覧（ウェブページ） 

SSP スタッフ紹介 SSP ピア・サポーター（ウェブページ） 

全学共通ライティング・サポート構想の具体化について（2020 年 11 月 30 日 教学委員会） 

 

８ 教育研究等環境 令和８年度科研費申請に向けたブラッシュアップ制度について（2025 年４月 10 日 科研費申請担当

者会議） 

令和８年度科学研究費助成事業における科研費アドバイザー委員の委嘱者について（2025 年７月 25

日 研究委員会） 

令和８年度科研費に関するスケジュールのお知らせ（教員ポータル掲載情報） 

令和７年度科学研究費助成事業-科研費-における採択結果について（2025 年 10 月 15 日 常任理事

会） 

採択者の声（若手研究）（ウェブページ） 
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 採択者の声（基盤研究(A)）（ウェブページ） 

2025 年度科研費セミナー「大型科研費申請に向けた準備」（ウェブページ） 

J-PEAKS ヒアリング資料（抜粋） 

安全巡視報告資料 

立命館大学研究活性度総合指標（通称 R-TIRA）の 2023 年度実績について（2025 年１月 24 日 研究

委員会） 

2023 年度学術図書出版推進プログラム募集要項 

2024 年度学術図書出版推進プログラム募集要項 

学術図書出版推進プログラムと R-TIRA の関係 

立命館大学びわこ・くさつキャンパスマスタープラン 2015 

キャンパスプロムナード基本設計について（2019 年６月 19 日 BKC 将来構想検討委員会） 

 

９ 社会連携・社会貢献 Ritsumeikan Innovation Network for Co-creation（RINC）制度の発⾜と概要について（2024 年７

月１日 社会共創推進本部会議） 

立命館大学 Co-Creation Hub の利用に関するガイドライン 

大学と社会をつなぐ共創プラットフォーム TRY FIELD（ウェブページ） 

立命館アカデミックセンター 学びのプラットフォーム MIRAI（ウェブページ） 

立命館大学 GX プロフェッショナル＋R プログラム（ウェブページ） 

文部科学省令和６年度補正予算「リカレント教育エコシステム構築支援事業」産業成長を支える大学

リカレント教育プログラム集 

 

10 大学運営・財務 

（１）大学運営 

学校法人立命館 事務職員（新卒・既卒採用）の募集について（2025 年２月 27 日 部次長会議） 

専任職員 募集要項（ウェブページ） 

部次長評価制度の運用総括について（2024 年７月 11 日 部次長会議） 

学校法人立命館教職員給与規程 

R2030 推進のためのグラスルーツ実践支援制度（第２期）の実施について（案）（2024年３月 14 日 

常任理事会） 

2025 年度 GPSP（グラスルーツ実践支援制度）採択プロジェクトについて 

研修等の実施状況 

2024 年度事業報告書編成方針について（2024 年 12 月 24 日 事業計画委員会） 

 

その他 各学部における卒業論文の取扱いおよび成績評価方法・評価基準・ルーブリックの制定・明示状況 

2024 年度の学生オフィス業務の方針と組織体制（3 課の機能別再編成・1 課統合）について（2024 年

３月 21 日 学生部会議）  

学生支援業務改革プロジェクト ３rd フェーズの取組み内容に関するご報告 

2025 年度新規科目「大学教員準備セミナー（Preparing Future Faculty Seminar）」の開講につい

て（2024 年３月４日 教学委員会） 

2026 年度 TF 制度方針（2025年７月 28 日 教学委員会） 

学長プレゼンテーション資料 

 

  



 

xvii 

立命館大学提出資料一覧（意見申立） 

 

 資料の名称 

３ 教育研究組織 理系研究・教育展開構想具体化委員会（A 委員会）中間まとめ（Vol.2）〜理系研究・教育展開の具

体化にむけて〜（2022 年７月 27 日 サマーレビュー） 

 

８ 教育研究等環境 キャンパスマスタープラン（ウェブページ） 

「自然科学系無期女性教員積極採用支援制度」の新設について（2022 年３月 25 日 研究委員会） 

立命館大学 NEXT フェローシップ・プログラム規程廃止について（2024 年７月 26 日 研究委員会） 

 

 

 

 

  



 

 

※本評価結果における評定について 

 

 10 基準ごと（基準 10 については、（１）大学運営と（２）財務のそれぞれ）に付いた

評定は、当該大学の理念・目的の実現に向けた取り組みが着実にできているか否かを目

安に、当該基準の状況を簡潔に表したものである。 

 各評定の定義は下記のとおりである。なお、当該大学の理念・目的を基礎に取り組み状

況を表したものであるため、同じ評定であっても大学によって内容は異なる。あくまで

各大学それぞれの評価結果を理解する補助として参照することが求められる。 

 

Ｓ 
大学基準に照らして極めて良好な状態にあり、理念・目的を実現する取

り組みが卓越した水準にある。 

Ａ 
大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り組み

が概ね適切である。 

Ｂ 
大学基準に照らして一定の問題が認められ、理念・目的の実現に向けて

さらなる努力が求められる。 

Ｃ 
大学基準に照らして重度の問題があり、理念・目的の実現に向けて抜本

的な改善への取り組みが求められる。 

 


